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明 細 書

発明の名称 ：

薄膜太陽電池モジュールぉよび薄膜太陽電池モジュールの製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、薄膜太陽電池モジュールおよび薄膜太陽電池モジュールの製造

方法に関する。

背景技術

[0002] 近年、クリーンエネルギー源として太陽電池モジュールが急速に普及しつ

つある。一般に、最も普及している太陽電池モジュールは、結晶シリコン太

陽電池セルなどの結晶系の太陽電池セルを用いたものであるが、資源面での

制約がより少なく、かつ発電コス トの削減を見込めることから、近年、薄膜

半導体を用いた薄膜系の薄膜太陽電池セルを用いた薄膜太陽電池モジュール

の開発が盛んに行なわれている。

[0003] 従来の薄膜太陽電池セルは、一般に、ガラスなどの透光性絶縁基板上に、

順に積層された、表面透明電極層と、 P型薄膜半導体層、 ί 型薄膜半導体層

および η 型薄膜半導体層で構成される 1 つ以上の薄膜半導体光電変換ュニッ

卜と、裏面電極層とを含んでいる。近年最も開発が行なわれている薄膜太陽

電池セルは、シリコンを主成分とするものであり、非晶質シリコン系、結晶

質シリコン系、および両者を積層 して直列に重ねたタンデム系などが実用化

されている。

[0004] 上記の薄膜半導体光電変換ュニッ卜の厚さの大部分は、実質的に真性の半

導体層である ί 型薄膜半導体層によって占められ、光電変換作用は主として

この ί 型薄膜半導体層内で生じる。 したがって、光電変換層である ί 型薄膜

半導体層の膜厚は、光吸収のためには厚い方が好ましいが、必要以上に厚く

した場合には、その堆積のためのコス 卜と時間とが増大することになる。

[0005] この問題を解決する方法として、たとえば特許文献 1 (特開 2 0 0 1 — 7

3 6 号公報）には、裏面電極層を酸化亜鉛 （Ζ η 0 ) などの裏面透明導電



層 と銀 （A g ) な どの高反射金属層 との 2 層 を用いて、薄膜半導体光電変換

ュニ ッ 卜を透過 した光を薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜に再入射させる方法、

および入射光側の表面透明電極層や裏面電極層に凹凸を設けて光を拡散 させ

、光路長を長 くすることによって吸収量を増加させる方法などが記載 されて

いる。

[0006] また、特許文献 2 (米国特許出願公開第 2 0 0 5 / 0 7 2 9 9 7 号明細

書）には、裏面電極層 と して、透明酸化物導電層 と白色封止材か らなる裏面

反射層 とを用いて発電効率の高い薄膜太陽電池モジュールが得 られることが

記載 されている。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 1 _ 7 3 6 1 号公報

特許文献2 ：米国特許出願公開第 2 0 0 5 / 0 7 2 9 9 7 号明細書

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか しなが ら、従来の薄膜太陽電池セルを用いた薄膜太陽電池モジュール

においては、薄膜太陽電池セルの複数が直列に接続 された集積セルス トリン

グ内の薄膜太陽電池セルの電流密度 にば らつきが生 じることがあつた。

[0009] 集積セルス 卜リング内の薄膜太陽電池セルの電流密度 にば らつきが生 じた

場合には、集積セルス 卜リングの電流密度が薄膜太陽電池セルの最小の電流

密度 に律速されて、薄膜太陽電池モジュールの全体の電流密度が低下 して し

まうという問題があつた。

[001 0] 上記の事情 に鑑みて、本発明の目的は、薄膜太陽電池モジュール全体の電

流密度の低下を抑制することが可能な薄膜太陽電池モジュールおよび薄膜太

陽電池モジュールの製造方法を提供することにある。

課題 を解決するための手段

[001 1] 本発明は、透光性絶縁基板 と、透光性絶縁基板上に設けられた集積セルス



卜リングと、集積セルス トリング上に設けられた白色封止材と、を備え、集

積セルス 卜リングは、透光性絶縁基板に接する表面透明電極層を有する薄膜

太陽電池セルの複数が直列接続されてなり、表面透明電極層は、表面透明電

極層の面内において、ヘイズ率にばらつきを有 しており、表面透明電極層の

ヘイズ率が低い領域に対応する白色封止材の領域では、白色封止材の厚さが

厚 くなる薄膜太陽電池モジュールである。

[001 2] ここで、本発明の薄膜太陽電池モジュールにおいて、表面透明電極層のへ

ィズ率が低い領域に対応する白色封止材の領域は集積セルス 卜リングの周縁

領域に配置された白色封止材の領域であって、集積セルス 卜リングの周縁領

域に配置された白色封止材の領域では、集積セルス 卜リングの中心領域に対

応する白色封止材の領域よりも白色封止材の厚さが厚 くなることが好ましい

[001 3] ここで、本発明の薄膜太陽電池モジュールにおいて、表面透明電極層の有

効セルエ リアにおける波長 5 5 0 n m の光に対するヘイズ率の最小値が 6 %

以上であることが好ましい。

[0014] また、本発明の薄膜太陽電池モジュールにおいて、集積セルス トリングの

中心領域における表面透明電極層のヘイズ率が、集積セルス 卜リングの周縁

領域における表面透明電極層のヘイズ率よりも低 く、集積セルス 卜リングの

中心領域における白色封止材の厚さが、集積セルス 卜リングの周縁領域にお

ける白色封止材の厚さよりも厚いことが好ましい。

[001 5] ここで、本発明の薄膜太陽電池モジュールにおいては、集積セルス トリン

グの中心領域に対応する表面透明電極層の波長 5 5 0 n m の光に対するヘイ

ズ率の最小値が 6 %以上であることが好ましい。

[001 6] また、本発明の薄膜太陽電池モジュールにおいては、透光性絶縁基板の表

面の面積は 1 m 2以上であることが好ましい。

[001 7] また、本発明は、透光性絶縁基板上に集積セルス トリングを形成する工程

と、透光性絶縁基板と白色封止材との間に集積セルス 卜リングを封止するェ

程と、を含み、集積セルス トリングは、透光性絶縁基板に接する表面透明電



極層 を有する薄膜太陽電池セルの複数が直列接続 されてな り、表面透明電極

層は、表面透明電極層の面内において、ヘイズ率 にば らつ きを有 してお り、

集積セルス トリングを封止する工程 において、集積セルス トリングは、 白色

封止材の厚 さが、表面透明電極層のヘイズ率が低 い領域 に対応する白色封止

材の領域で厚 くなるように封止される、薄膜太陽電池モジュールの製造方法

である。

[00 18 ] ここで、本発明の薄膜太陽電池モジュールの製造方法 においては、表面透

明電極層のヘイズ率が低 い領域 に対応する白色封止材の領域 は、集積セルス

卜リングの周縁領域 に配置 された白色封止材の領域であ って、集積セルス 卜

リングは、集積セルス 卜リングの周縁領域 に配置 された白色封止材の領域で

は、集積セルス 卜リングの中心領域 に対応する白色封止材の領域 よ りも白色

封止材の厚 さが厚 くなるように封止されることが好 ま しい。

[00 19 ] また、本発明の薄膜太陽電池モジュールの製造方法 においては、集積セル

ス トリングの中心領域 における表面透明電極層のヘイズ率が、集積セルス 卜

リングの周縁領域 における表面透明電極層のヘイズ率 よ りも低 く、集積セル

ス トリングを封止する工程 において、集積セルス トリングは、集積セルス ト

リングの中心領域 における白色封止材の厚 さが、集積セルス 卜リングの周縁

領域 における白色封止材の厚 さよ りも厚 くなるように封止される薄膜太陽電

池モジュールの製造方法である。

発明の効果

[0020] 本発明によれば、薄膜太陽電池モジュール全体の電流密度の低下を抑制す

ることが可能な薄膜太陽電池モジュールおよび薄膜太陽電池モジュールの製

造方法 を提供することがで きる。

図面の簡単な説明

[002 1 ] [ 図 1 ] 実施の形態 1 の薄膜太陽電池モジュールの模式的な断面図である。

[ 図 2 ] 図 1 の I I _ I I に沿 った模式的な断面図である。

[ 図 3 ] 実施の形態の薄膜太陽電池モジュールの製造方法の一例の製造工程の一

部 について図解する模式的な断面図である。



[ 図4 ] 実施の形態の薄膜太陽電池モジュールの製造方法の一例の製造工程の他

の一部 について図解する模式的な断面図である。

[ 図 5 ] 実施の形態の薄膜太陽電池モジュールの製造方法の一例の製造工程の他

の一部 について図解する模式的な断面図である。

[ 図 6 ] 実施の形態の薄膜太陽電池モジュールの製造方法の一例の製造工程の他

の一部 について図解する模式的な断面図である。

[ 図 7 ] 実施の形態の薄膜太陽電池モジュールの製造方法の一例の製造工程の他

の一部 について図解する模式的な断面図である。

[ 図 8 ] 実施の形態の薄膜太陽電池モジュールの製造方法の一例の製造工程の他

の一部 について図解する模式的な断面図である。

[ 図 9 ] 実施の形態の薄膜太陽電池モジュールの製造方法の一例の製造工程の他

の一部 について図解する模式的な平面図である。

[ 図 10 ] 実施の形態 2 の薄膜太陽電池モジュールの模式的な断面図である。

[ 図 1 1 ] 実施例 1 において形成 した酸化亜鉛膜か らなる表面透明電極層の波長

5 5 0 n m の光 に対するヘイズ率 を示す図である。

[ 図 12 ] 実施例 1 の薄膜太陽電池モジュールの中心領域 と周縁領域 に配置 され

た薄膜太陽電池セル を図解するための模式的な平面図である。

[ 図 13 ] 実施例 1 で用い られた白色封止材 をガラス基板上 にラミネ一 卜して硬

化 させたサ ンプルの白色封止材の厚 さとガラス基板側か ら測定 した反射率 と

の関係 を示す図である。

[ 図 14 ] 実施例 1 で用い られた白色封止材の厚 さを様 々に変更 してガラス基板

上 にラミネ一 卜して硬化 させたサ ンプル に対 して、様 々な波長の光 を照射 し

た ときの反射率 を示す図である。

[ 図 15 ] 比較例 1 の薄膜太陽電池モジュールの表面透明電極層の面内のヘイズ

率 と薄膜太陽電池セルのボ 卜厶セルの短絡電流密度 との関係 を示す図である

[ 図 16 ] 比較例 1 の薄膜太陽電池モジュールの白色封止材の厚 さと、特定の薄

膜太陽電池セルの 卜ップセルの短絡電流密度 およびボ トムセルの短絡電流密



度 との関係 を示す図である。

[ 図 17 ] 実施例 1 および比較例 1 の薄膜太陽電池モジュールの薄膜太陽電池セ

ルの段数 と短絡電流密度 との関係 を示す図である。

[ 図 18 ] ヘイズ率 を説明するための模式図である。

[ 図 19 ] 実施の形態 3 の薄膜太陽電池モジュールの模式的な断面図である。

[ 図20] 図 1 9 の X X — X X に沿 った模式的な断面図である。

[ 図2 1 ] 実施の形態 4 の薄膜太陽電池モジュールの模式的な断面図である。

[ 図22] 実施例 2 _ において形成 した酸化亜鉛膜か らなる表面透明電極層の

波長 5 5 0 n m の光 に対するヘイズ率 を示す図である。

[ 図23] 実施例 2 _ 1 の薄膜太陽電池モジュールの中心領域 と周縁領域 に配置

された薄膜太陽電池セル を図解するための模式的な平面図である。

[ 図24] 実施例 2 _ で用い られた白色封止材 をガラス基板上 にラミネ一 卜し

て硬化 させたサ ンプルの白色封止材の厚 さとガラス基板側か ら測定 した反射

率 との関係 を示す図である。

[ 図25] 実施例 2 _ で用い られた白色封止材の厚 さを様 々に変更 してガラス

基板上 にラミネ一 卜して硬化 させたサ ンプル に対 して、様 々な波長の光 を照

射 した ときの反射率 を示す図である。

[ 図26] 比較例 2 _ の薄膜太陽電池モジュールの表面透明電極層の面内のへ

ィズ率 と薄膜太陽電池セルのボ トムセルの短絡電流密度 との関係 を示す図で

ある。

[ 図27] 比較例 2 _ の薄膜太陽電池モジュールの白色封止材の厚 さと、特定

の薄膜太陽電池セルの 卜ップセルの短絡電流密度 およびボ トムセルの短絡電

流密度 との関係 を示す図である。

[ 図28] 実施例 2 _ 1 および比較例 2 _ 1 の薄膜太陽電池モジュールの薄膜太

陽電池セルの段数 と短絡電流密度 との関係 を示す図である。

発明を実施するための形態

以下、本発明の実施の形態 について説明する。なお、本発明の図面 におい

て、同一の参照符号は、同一部分 または相 当部分 を表わすもの とする。



[0023] < 実施の形態 1 >

図 1 に、実施の形態 1 の薄膜太陽電池モジュールの模式的な断面図を示す

。図 1 に示すように、実施の形態 1 の薄膜太陽電池モジュールは、透光性絶

縁基板 1 と、透光性絶縁基板 1上に設けられた集積セルス 卜リング 1 1 0 と

、集積セルス トリング 1 1 0 上に設けられた白色封止材 7 と、白色封止材 7

上に設けられた裏面保護材 8 と、透光性絶縁基板 1 の周縁に取り付けられた

フレーム 9 と、を備えている。

[0024] 図 2 に、図 1 の I I — I I に沿った模式的な断面図を示す。図 2 に示すよ

うに、集積セルス トリング 1 1 0 は、透光性絶縁基板 1 に接する表面透明電

極層 2 を有する薄膜太陽電池セル 1 0 7 の複数が直列接続されることによつ

て構成されている。個々の薄膜太陽電池セル 1 0 7 は、第 1分離溝 1 0 2 に

よって分離された表面透明電極層 2 と、第 1分離溝 1 0 2 によって分離され

た個々の表面透明電極層 2 上に、薄膜半導体光電変換ユニット4 と、裏面透

明電極層 6 と、がこの順に積層された構造を有 している。なお、図 2 におい

ては、説明の便宜のため、裏面保護材 8 については図示 していない。

[0025] 薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 は、第 2 分離溝 1 0 4 によって分離されて

おり、第 2 分離溝 1 0 4 を埋め込んだ裏面透明電極層 6 が、隣り合う他の薄

膜太陽電池セル 1 0 7 の表面透明電極層 2 と電気的に接続することによって

、隣り合う薄膜太陽電池セル 1 0 7 同士が順次直列接続されている。

[0026] 個々の薄膜太陽電池セル 1 0 7 は、第 3 分離溝 1 0 6 によって分離されて

おり、第 3 分離溝 1 0 6 には、絶縁性の白色封止材 7 が埋め込まれている。

[0027] 上記の構造を有する実施の形態 1 の薄膜太陽電池モジュールにおいては、

透光性絶縁基板 1側から太陽光などの光が入射光として入射 し、薄膜半導体

光電変換ユニット4 で吸収されてキャリアが発生する。そして、薄膜半導体

光電変換ュニッ卜4 で発生 したキャリアは、表面側の表面透明電極層 2 と、

裏面側の裏面透明電極層 6 とから、電流として取り出される。なお、裏面透

明電極層 6 には、バスバ一 （図示せず）が形成されており、バスバーには出

力取り出し用のリ一ド線 （図示せず）が接続されている。さらに、 リ一ド線



は、端子ボ ックスを介 して外部 に取 り出されている。

[0028] 実施の形態 1 の薄膜太陽電池モジュールにおいては、表面透明電極層 2 の

ヘイズ率が、表面透明電極層 2 の面内において、ば らつきを有 している。そ

して、表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い領域 に対応する白色封止材 7 の領

域では白色封止材 7 の厚 さを厚 くしている。

[0029] なお、本明細書 において、 「ヘイズ率」 とは、たとえば図 1 8 の模式図に

示すように、透光性絶縁基板 1 および表面透明電極層 2 を透過 してきた入射

光 2 1 の全光線透過光 （T t ) 2 2 中の拡散透過光 （T d ) 2 3 の割合で、

ヘイズ率 （％) = 1 0 0 X T d / T t の式で表わされ、ヘイズ率が高いほど

光の拡散する割合が高いことを意味する。

[0030] 本発明者が鋭意検討 した結果、薄膜太陽電池モジュールの表面透明電極層

の面内においてヘイズ率がば らついてお り、ヘイズ率の高低 によって、集積

セルス 卜リング内の薄膜太陽電池セル間の電流密度 にば らつきが生 じること

が判明 した。集積セルス トリングの電流密度は、集積セルス トリング内の薄

膜太陽電池セルの最も小さい電流密度 に律速されるため、集積セルス トリン

グ内の薄膜太陽電池セルの電流密度はなるべ く同一であることが好ま しい。

[0031 ] そ して、実施の形態 1 の薄膜太陽電池モジュールのように、表面透明電極

層 2 のヘイズ率が低い領域 に対応する白色封止材 7 の領域では、表面透明電

極層 2 のヘイズ率が高い領域 に対応する白色封止材 7 と比べて、 白色封止材

7 の厚 さを厚 くすることによって、集積セルス トリング 1 1 0 内の薄膜太陽

電池セル 1 0 7 の電流密度のば らつきを低減できることを見い出 し、本発明

を完成するに至 った。その理由は以下のように考 え られる。

[0032] すなわち、表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い領域では、透光性絶縁基板

1 側か ら入射 してきた光が表面透明電極層 2 で散乱および/ または屈折され

る割合が小さいため、薄膜半導体光電変換ユニ ッ ト4 を通過する距離 （光路

長）を十分に伸ばすことができないことか ら、薄膜半導体光電変換ユニ ッ ト

4 で吸収 されることな く、透過 して しまう割合が大 きい。そのため、表面透

明電極層 2 のヘイズ率が低い領域 に対応する白色封止材 7 の領域では、表面



透明電極層 2 のヘイズ率が高い領域に対応する白色封止材 7 の領域と比べて

、白色封止材 7 の厚さを厚 くすることによって、白色封止材 7 側に透過 して

きた光の薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 側への反射率が上がる。これにより

、薄膜半導体光電変換ユニット4 に入射する光量が増大 して、当該領域に配

置された薄膜太陽電池セル 1 0 7 の電流密度が増大する。

[0033] これにより、実施の形態 1 の薄膜太陽電池モジュールにおいては、集積セ

ルス トリング 1 1 0 内の薄膜太陽電池セル 1 0 7 間の電流密度のばらつきを

低減することができるために、薄膜太陽電池モジュ一ル全体の電流密度の低

下を抑制することができる。

[0034] 一般的には、集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域は、集積セルス トリン

グ 1 1 0 の周縁領域と比べて、表面透明電極層 2 のヘイズ率が高くなること

が多い。そのため、集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域に配置された白色

封止材 7 の厚さは、集積セルス トリング 1 1 0 の周縁領域に配置された白色

封止材 7 の厚さよりも薄 くなることが好ましい。すなわち、集積セルス トリ

ング 1 1 0 の周縁領域は、集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域と比べて、

表面透明電極層 2 のヘイズ率が低 くなることが多いため、集積セルス トリン

グ 1 1 0 の周縁領域に配置された白色封止材 7 の厚さは、集積セルス トリン

グ 1 1 0 の中心領域に配置された白色封止材 7 の厚さよりも厚 くなることが

好ましい。

[0035] なお、本明細書において、表面透明電極層 2 のヘイズ率が高い領域に対応

する白色封止材 7 の領域とは、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率が高い領

域から、表面透明電極層 2 の表面に対 して、垂直方向に位置する白色封止材

7 の領域を意味する。また、表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い領域に対応

する白色封止材 7 の領域とは、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率が低い領

域から、表面透明電極層 2 の表面に対 して、垂直方向に位置する白色封止材

7 の領域を意味する。

[0036] また、本明細書において、白色封止材 7 の厚さは、白色封止材 7 が設けら

れている面に対 して垂直方向の厚さを意味する。



[0037] また、表面透 明電極 層 2 の有効 セル エ リア 1 1 1 にお ける波長 5 5 0 n m

の光 に対 す るヘ イズ率 の最小値 は 6 % 以上 であ る ことが好 ま しい。 この場合

には、表面透 明電極 層 2 の表面 に凹凸 を形成 して太陽電池 モジ ュール と した

ときの表面透 明電極 層 2 の剥離 が発生 しに くくな り、表面透 明電極 層 2 の表

面 の凹凸で光 を散乱 させて、 よ り多 くの光 を薄膜半導体光電変換 ュニ ッ 卜4

に到達 させ る ことがで きる。

[0038] また、 図 2 に示 す よ うに、表面透 明電極 層 2 の有効 セル エ リア 1 1 1 は、

薄膜 太陽電池 セル 1 0 7 の薄膜半導体光電変換 ュニ ッ 卜4 が発電可能 な領域

に対応 す る表面透 明電極 層 2 の領域 を意味す る。 なお、本 明細書 において、

薄膜半導体光電変換 ュニ ッ 卜4 が発電可能 な領域 に対応 す る表面透 明電極 層

2 の領域 とは、薄膜半導体光電変換 ユニ ッ ト4 の発電可能 な領域 か ら、薄膜

半導体光電変換 ュニ ッ 卜4 の表面 に対 して、垂 直方 向 に位置 す る表面透 明電

極 層 2 の領域 を意味す る。

[0039] 以 下、 図 3 〜図 9 を参照 して、実施 の形態 1 の薄膜 太陽電池 モジ ュール の

製造方法 の一例 について説 明す る。 まず、 図 3 の模 式的断面 図 に示 す よ うに

、透光性絶縁基板 1 上 に表面透 明電極 層 2 を形成 す る。

[0040] 透 光性絶縁基板 1 と しては、 た とえば、透光性 および絶縁性 を有 す る板状

の ガラス基板、 ポ リイ ミ ド樹脂 な どの透 明樹脂 を含 む樹脂基板、 または これ

らの基板 の複数 を積層 した基板 な どを用 いる ことがで きる。 また、表面透 明

電極 層 2 と しては、 た とえば酸化錫膜、 I T O (Ind i um T i n Ox i de) 膜 、

酸 化亜鉛膜、若 しくは これ らの膜 に微量 の不純物 を添加 した膜 の単層 または

これ らを複数重ね合わせた複数層 な どを用 いる ことがで きる。表面透 明電極

層 2 は、光 を多 く透過 させ る ことがで きる とともに良好な導 電性 を有 す る こ

とが望 ま しい。表面透 明電極 層 2 が複数層 か ら構成 され る場合 には、 すべ て

の層 が同一の材料 か ら形成 されていて もよ く、 少な くとも 1 層 が他 と異 な る

材料 か ら形成 されていて もよい。

[0041 ] 透 光性絶縁基板 1 上 に表面透 明電極 層 2 を形成 す る方法 は、特 に限定 され

ないが、 た とえば C V D (Chem i ca l Vapor Depos i t i on) 法 また はスパ ッタ



法などを用いることができる。

[0042] また、表面透明電極層 2 の表面にはたとえば図 1 に示すような凹凸が形成

されていることが好ましい。表面透明電極層 2 の表面に凹凸が形成されてい

ることによって、透光性絶縁基板 1側から入射 した入射光を散乱および/ ま

たは屈折させて光路長を伸ばすことができ、薄膜半導体光電変換ュニッ卜4

における光閉 じ込め効果を高めることができるため短絡電流密度を増大させ

ることができる。表面透明電極層 2 の表面に凹凸を形成する方法としては、

たとえば、希塩酸などを用いたウエットエッチング法、アルゴンガスや窒素

ガスを用いたR E (反応性イオンエッチング）に代表される ドライエッチ

ング法、サン ドプラス トのような機械加工による方法、または表面透明電極

層 2 の結晶成長を利用する方法などを用いることができる。

[0043] 表面透明電極層 2 の表面に凹凸が形成されている場合には、表面透明電極

層 2 のヘイズ率は、表面透明電極層 2 の製造条件によって、面内にばらつき

を有することがある。特に透光性絶縁基板 1 の表面の面積が 1 m2以上である

場合には、表面透明電極層 2 のヘイズ率が、表面透明電極層 2 の面内にばら

つきを有する傾向が大きいため、本発明に有効である。

[0044] 次に、図4 の模式的断面図に示すように、透光性絶縁基板 1上の表面透明

電極層 2 を分離する第 1分離溝 1 0 2 を形成する。

[0045] 第 1分離溝 1 0 2 の形成方法は、特に限定されないが、たとえばレーザス

クライプ法により表面透明電極層 2 の一部を除去する方法などを用いること

ができる。第 1分離溝 1 0 2 の形成のためのレーザスクライプ法に用いられ

るレーザ光としては、たとえばY A G (イットリウム アルミニウム ガ一

ネッ卜）レ一ザ光の基本波 （波長 1 0 6 4 n m ) などを好適に用いることが

できる。

[0046] 次に、図 5 の模式的断面図に示すように、表面透明電極層 2 上に薄膜半導

体光電変換ユニット4 を形成する。このとき、表面透明電極層 2 を分離する

第 1分離溝 1 0 2 が薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 によって埋め込まれるこ

とになる。



[0047] 薄膜半導体光電変換ユニット4 としては、たとえば、透光性絶縁基板 1側

から、非晶質シ リコン光電変換ユニットと、微結晶シ リコン光電変換ュニッ

卜とをこの順に積層 した積層体などを用いることができる。

[0048] 非晶質シリコン光電変換ユニットは、たとえば、表面透明電極層 2 側から

、第 1 の p 型半導体層と、第 1 の ί 型半導体層と、第 1 の η 型半導体層とが

この順に積層された積層体から構成することができる。

[0049] 第 1 の ρ 型半導体層としては、たとえば、 ρ 型非晶質シ リコン層、 ρ 型微

結晶シリコン層、 Ρ 型非晶質炭化シリコン層、または Ρ 型非晶質窒化シリコ

ン層などの Ρ 型層の単層またはこれらを複数重ね合わせた複数層を用いるこ

とができる。第 1 の Ρ 型半導体層が複数層から構成される場合には、すべて

の層が同一の半導体材料から形成されていてもよく、少なくとも 1層が他と

異なる半導体材料から形成されていてもよい。第 1 の ρ 型半導体層に ドープ

される ρ 型不純物元素としては、たとえばボロンなどを用いることができる

[0050] 第 1 の ί 型半導体層としては、たとえば、非晶質シ リコン層の単層または

複数層などを用いることができる。第 1 の ί 型半導体層は、 ρ 型不純物元素

および η 型不純物元素のいずれも ド一プされない真性半導体であるが、第 1

の Ρ 型半導体層との界面近傍および第 1 の η 型半導体層との界面近傍ではそ

れぞれ Ρ 型不純物元素および η 型不純物元素が第 1 の ί 型半導体層中に微量

に含まれる場合がある。また、第 1 の ί 型半導体層のバンドギヤップを制御

するために、炭素、ゲルマニウム等の元素を積極的に添加 した非晶質炭化シ

リコン、非晶質シリコンゲルマニウム等を用いることもできる。

[0051 ] 第 1 の η 型半導体層としては、たとえば、 η 型非晶質シリコン層、または

η 型微結晶シ リコン層などの η 型層の単層またはこれらを複数重ね合わせた

複数層などを用いることができる。第 1 の η 型半導体層が複数層から構成さ

れる場合には、すべての層が同一の半導体材料から形成されていてもよく、

少なくとも 1層が他と異なる半導体材料から形成されていてもよい。第 1 の

η 型半導体層に ド一プされる η 型不純物元素としては、たとえばリンなどを



用いることができる。

[0052] なお、第 1の p型半導体層および第 1の n型半導体層としては、第 1の ί

型半導体層と同一の半導体材料を用いてもよく、異なる半導体材料を用いて

もよい。たとえば、第 1の ρ 型半導体層および第 1の ί 型半導体層にそれぞ

れ Ρ 型非晶質シリコン層および ί 型非晶質シリコン層を用いるとともに、第

1の η 型半導体層に η 型微結晶シリコン層を用いてもよい。また、たとえば

、第 1の ρ 型半導体層に ρ 型非晶質炭化シリコン層を用い、第 1の ί 型半導

体層に非晶質シリコン層を用い、第 1の η 型半導体層に η 型微結晶シリコン

層を用いてもよい。

[0053] また、本明細書において、 「非晶質シリコン」は 「水素化非晶質シリコン

」を含む概念であり、 「微結晶シリコン」は 「水素化微結晶シリコン」を含

む概念である。

[0054] 微結晶シリコン光電変換ュニッ卜は、非晶質シリコン光電変換ュニッ卜側

から、第 2 の ρ 型半導体層と、第 2 の ί 型半導体層と、第 2 の η 型半導体層

とがこの順に積層された積層体から構成することができる。

[0055] 第 2 の ρ 型半導体層としては、たとえば、 ρ 型微結晶シリコン層、 ρ 型微

結晶炭化シリコン層、または Ρ 型微結晶窒化シリコン層などの ρ 型層の単層

またはこれらを複数重ね合わせた複数層を用いることができる。第 2 の ρ 型

半導体層が複数層から構成される場合には、すべての層が同一の半導体材料

から形成されていてもよく、少なくとも 1層が他と異なる半導体材料から形

成されていてもよい。第 2 の ρ 型半導体層にド一プされる ρ 型不純物元素と

しては、たとえばボロンなどを用いることができる。

[0056] 第 2 の ί 型半導体層としては、たとえば、微結晶シリコン層の単層または

複数層などを用いることができる。第 2 の ί 型半導体層は、 ρ 型不純物元素

および η 型不純物元素のいずれもド一プされない真性半導体層であるが、第

2 の ρ 型半導体層との界面近傍および第 2 の η 型半導体層との界面近傍では

、それぞれ ρ 型不純物元素および η 型不純物元素が第 2 の ί 型半導体層中に

微量に含まれる場合がある。



[0057] 第 2 の n 型半導体層 としては、たとえば、 n 型非晶質シ リコン層、 または

n 型微結晶シ リコン層などの n 型層の単層またはこれ らを複数重ね合わせた

複数層などを用いることができる。第 2 の n 型半導体層が複数層か ら構成さ

れる場合には、すべての層が同一の半導体材料か ら形成されていてもよく、

少な くとも 1 層が他 と異なる半導体材料か ら形成されていてもよい。第 2 の

n 型半導体層に ド一プされる n 型不純物元素 としては、たとえば リンなどを

用いることができる。

[0058] なお、第 2 の p 型半導体層および第 2 の n 型半導体層 としては、第 2 の ί

型半導体層 と同一の半導体材料を用いてもよく、異なる半導体材料を用いて

もよい。 また、第 2 の ρ 型半導体層および第 2 の η 型半導体層についてもそ

れぞれ、互いに同一の半導体材料を用いてもよく、異なる半導体材料を用い

てもよい。

[0059] 薄膜半導体光電変換ユニッ ト4 の形成方法は、特に限定されないが、たと

えばプラズマC V D 法などを用いることができる。

[0060] 次 に、図 6 の模式的断面図に示すように、薄膜半導体光電変換ユニッ ト4

を分離する第 2 分離溝 1 0 4 を形成する。

[0061 ] 第 2 分離溝 1 0 4 の形成方法は、特に限定されないが、たとえば レーザス

クライブ法により薄膜半導体光電変換ュニッ 卜4 の一部を除去する方法など

を用いることができる。第 2 分離溝 1 0 4 の形成のための レーザスクライプ

法に用いられるレーザ光 としては、たとえばY A G レーザ光の第 2 高調波 （

波長 5 3 2 n m ) な どを好適に用いることができる。

[0062] 次 に、図 7 の模式的断面図に示すように、薄膜半導体光電変換ユニッ ト4

上に裏面透明電極層 6 を形成する。 このとき、薄膜半導体光電変換ユニッ ト

4 を分離する第 2 分離溝 1 0 4 が裏面透明電極層 6 によって埋め込まれるこ

とになる。

[0063] 裏面透明電極層 6 と しては、たとえば酸化錫膜、 I T O膜、酸化亜鉛膜、

若 しくはこれ らの膜に微量の不純物を添加 した膜の単層またはこれ らを複数

重ね合わせた複数層などの光を透過させることができるとともに導電性であ



る膜を用いることができる。裏面透明電極層 6 が複数層から構成される場合

には、すべての層が同一の材料から形成されていてもよく、少なくとも 1層

が他と異なる材料から形成されていてもよい。

[0064] 次に、図 8 の模式的断面図に示すように、薄膜半導体光電変換ユニット4

および裏面透明電極層 6 を分離する第 3 分離溝 1 0 6 を形成する。これによ

り、個々の薄膜太陽電池セル 1 0 7 に分離されるとともに、透光性絶縁基板

1上において隣り合う薄膜太陽電池セル 1 0 7 同士が直列接続された集積セ

ルス トリング 1 1 0 が形成される。

[0065] 第 3 分離溝 1 0 6 の形成方法は、特に限定されないが、たとえばレーザス

クライプ法により薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 および裏面透明電極層 6 の

それぞれの一部を除去する方法などを用いることができる。第 3 分離溝 1 0

6 の形成のためのレーザスクライプ法に用いられるレーザ光としては、たと

えばY A G レ一ザ光の第 2 高調波 （波長 5 3 2 n m ) などを好適に用いるこ

とができる。

[0066] 次に、図 9 の模式的平面図に示すように、集積セルス トリング 1 1 0 の周

縁を取り囲む周縁分離溝 1 0 8 を形成するとともに、直列接続された薄膜太

陽電池セル 1 0 7 同士をさらに分離する第4 分離溝 1 0 9 を形成する。

[0067] 周縁分離溝 1 0 8 および第4 分離溝 1 0 9 の形成方法は、特に限定されな

いが、たとえば、 レーザスクライプ法またはプラス ト加工法などによって、

表面透明電極層 2 、薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 および裏面透明電極層 6

の一部をそれぞれ除去する方法などを用いることができる。なお、 レーザス

クライブ法を用いて周縁分離溝 1 0 8 および第4 分離溝 1 0 9 を形成する場

合のレーザ光としては、たとえばY A G レーザ光の基本波 （波長 1 0 6 4 η

m) などを好適に用いることができる。

[0068] 次に、図 9 に示すように、第4 分離溝 1 0 9 で分離された集積セルス トリ

ング 1 1 0 の両端の薄膜太陽電池セル 1 0 7 の裏面透明電極層 6 にそれぞれ

バスバ一電極 1 4 を取り付けた後、バスバ一電極 1 4 に出力取り出し用のリ

— ド線 （図示せず）を取り付ける。



[0069] その後、透光性絶縁基板 1 と白色封止材 7 との間に集積セルス 卜リング 1

0 を封止する。集積セルス トリング 1 1 0 の封止は、たとえば以下のよう

に して行なうことができる。 まず、図 2 に示すように裏面透明電極層 6 上に

白色封止材 7 を設置 し、その後、 白色封止材 7 上に裏面保護材 8 を設置する

。次に、裏面保護材 8 の設置後の透光性絶縁基板 1 を真空ラミネー ト装置内

に設置 し、裏面保護材 8 と透光性絶縁基板 1 との間を脱気 しなが ら加圧およ

び加熱する。その後、 白色封止材 7 を冷却することにより、透光性絶縁基板

と白色封止材 7 との間に集積セルス トリング 1 1 0 を封止することができ

る。なお、裏面保護材 8 と しては、たとえばガラス基板、 P E T 樹脂 フィル

厶またはフッ素樹脂 フイルムなどを用いることができる。

[0070] ここで、集積セルス トリング 1 1 0 の封止は、封止後の白色封止材 7 の厚

さが、表面透明電極層 2 のヘイズ率が高い領域 に対応する領域で薄 くな り、

表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い領域で厚 くなるように して行なわれる。

[0071 ] た とえば、集積セルス トリング 1 1 0 の周縁領域 に配置された薄膜太陽電

池セル 1 0 7 の表面透明電極層 2 のヘイズ率 と比較 して、集積セルス トリン

グ 1 1 0 の中心領域 に配置された薄膜太陽電池セル 1 0 7 の表面透明電極層

2 のヘイズ率が高い場合 （すなわち、集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域

に配置された薄膜太陽電池セル 1 0 7 の表面透明電極層 2 のヘイズ率 と比較

して、集積セルス トリング 1 1 0 の周縁領域 に配置された薄膜太陽電池セル

1 0 7 の表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い場合）には、たとえば以下の （i

) または （i i ) のいずれかの方法、あるいは （i ) および （i i ) を組み合わせ

た方法により、集積セルス トリング 1 1 0 を封止することができる。

[0072] ( i ) 集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域の薄膜太陽電池セル 1 0 7 に設

置された白色封止材 7 よりも厚 くなるように、集積セルス トリング 1 1 0 の

周縁領域の薄膜太陽電池セル 1 0 7 に白色封止材 7 を設置 して、集積セルス

トリング 1 1 0 の封止を行なう。

[0073] ( i i ) 集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域の薄膜太陽電池セル 1 0 7 に

設置された白色封止材 7 よりも、集積セルス トリング 1 1 0 の周縁領域の薄



膜 太陽電池 セル 1 0 7 に設置 され た 白色封 止材 7 の方 が ラ ミネ一 卜時 の加熱

温度 が低 くな るよ うに加熱 して、 集積 セル ス トリング 1 1 0 の封 止 を行 な う

[0074] 白色封 止材 7 と して は、 目視 にて 白色 また は略 白色 であ る絶縁 材料 を用 い

る ことがで き、 た とえば、酸 化 チ タ ンお よび / 若 しくは酸 化亜鉛 な どの誘 電

体微粒 子 を添加 した、 E V A ( エ チ レン ビニル アセテ ー ト）、 P V B ( ポ リ

ビニル プチ ラール ）、 アイオ ノマ一樹 脂、 また は これ らの同等物 な どを用 い

る ことがで きる。 なかで も、 白色封 止材 7 と して は、酸 化 チ タ ンお よび / 若

しくは酸 化亜鉛 な どの誘 電体微粒 子 を添加 した、 P V B また は アイオ ノマ 一

樹 脂 を用 い る ことが好 ま しい。

[0075] な お、 P V B の一例 と して は、 た とえば、 （株 ） クラ レ製 の 「TR0SIF0L(R)

SOLAR PVBフ イル ム R40」、 また は D u p o n 社製 の 「DuponTM PV5200 S

e i esj な どを挙 げる ことがで きる。

[0076] 白色封 止材 7 は、 集積 セル ス トリング 1 1 0 を封 止 す る ことがで きる封 止

材 を兼 ね る こともで きるが、 白色封 止材 7 とは別 の封 止材 を 白色封 止材 7 上

に設置 して、 集積 セル ス トリング 1 1 0 の封 止 を行 な って もよい。 この よ う

な封 止材 と して は、 た とえば、 E V A お よび / また は アイオ ノマ 一樹 脂 な ど

を用 い る ことがで きる。

[0077] 次 に、 出力取 り出 し用 の リー ド線 を端 子 ボ ックス を介 して外部 に取 り出 し

、 その後、 透光性絶縁 基板 1 の周縁 にた とえば アル ミニ ウムな どか らな る フ

レーム 9 を取 り付 ける ことによ って、 実施 の形 態 1 の薄膜 太陽電池 モジ ュ一

ル を作製 す る ことがで きる。

[0078] < 実施 の形 態 2 >

図 1 0 に、 実施 の形 態 2 の薄膜 太陽電池 モジ ュール の模 式 的な断面 図 を示

す。 実施 の形 態 2 の薄膜 太陽電池 モジ ュール は、 フ レーム 9 を用 い る ことな

く、 透光性絶縁 基板 1 と裏 面保護 材 8 との間 に、 集積 セル ス トリング 1 1 0

お よび 白色封 止材 7 を設置 して い る点 に特徴 があ る。

[0079] 実施 の形 態 2 の薄膜 太陽電池 モジ ュール において も、表 面透 明電極 層 2 は



、表面透明電極層 2 の面内において、ヘイズ率にばらつきを有 しており、白

色封止材 7 の厚さが、表面透明電極層 2 のヘイズ率が高い領域に対応する領

域で薄 くなり、表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い領域で厚 くなつている。

[0080] したがって、実施の形態 2 の薄膜太陽電池モジュールにおいても、集積セ

ルス トリング 1 1 0 内の薄膜太陽電池セル 1 0 7 間の電流密度のばらつきを

低減することができるために、薄膜太陽電池モジュール 1全体の電流密度の

低下を抑制することができる。

[0081 ] なお、実施の形態 2 における上記以外の説明は実施の形態 1 と同様である

ため、その説明については省略する。

[0082] < 実施の形態 3 >

図 1 9 に、実施の形態 3 の薄膜太陽電池モジュールの模式的な断面図を示

す。図 1 9 に示すように、実施の形態 3 の薄膜太陽電池モジュールは、透光

性絶縁基板 1 と、透光性絶縁基板 1上に設けられた集積セルス トリング 1 1

0 と、集積セルス トリング 1 1 0 上に設けられた白色封止材 7 と、白色封止

材 7 上に設けられた裏面保護材 8 と、透光性絶縁基板 1 の周縁に取 り付けら

れたフレーム 9 と、を備えている。

[0083] 図 2 0 に、図 1 9 のX X —X X に沿った模式的な断面図を示す。図 2 0 に

示すように、集積セルス トリング 1 1 0 は、透光性絶縁基板 1 に接する表面

透明電極層 2 を有する薄膜太陽電池セル 1 0 7 の複数が直列接続されること

によって構成されている。個々の薄膜太陽電池セル 1 0 7 は、第 1分離溝 1

0 2 によって分離された表面透明電極層 2 と、第 1分離溝 1 0 2 によって分

離された個々の表面透明電極層 2 上に、薄膜半導体光電変換ュニッ 卜4 と、

裏面透明電極層 6 と、がこの順に積層された構造を有 している。なお、図 2

0 においては、説明の便宜のため、裏面保護材 8 については図示 していない

[0084] 薄膜半導体光電変換ュニッ 卜4 は、第 2 分離溝 1 0 4 によって分離されて

おり、第 2 分離溝 1 0 4 を埋め込んだ裏面透明電極層 6 が、隣り合う他の薄

膜太陽電池セル 1 0 7 の表面透明電極層 2 と電気的に接続することによって



、隣り合う薄膜太陽電池セル 1 0 7 同士が順次直列接続されている。

[0085] 個々の薄膜太陽電池セル 1 0 7 は、第 3 分離溝 1 0 6 によって分離されて

おり、第 3 分離溝 1 0 6 には、絶縁性の白色封止材 7 が埋め込まれている。

[0086] 上記の構造を有する実施の形態 3 の薄膜太陽電池モジュールにおいては、

透光性絶縁基板 1側から太陽光などの光が入射光として入射 し、薄膜半導体

光電変換ユニット4 で吸収されてキャリアが発生する。そして、薄膜半導体

光電変換ュニッ卜4 で発生 したキャリアは、表面側の表面透明電極層 2 と、

裏面側の裏面透明電極層 6 とから、電流として取り出される。なお、裏面透

明電極層 6 には、バスバ一 （図示せず）が形成されており、バスバーには出

力取り出し用のリ一ド線 （図示せず）が接続されている。さらに、 リ一ド線

は、端子ボックスを介 して外部に取り出されている。

[0087] 実施の形態 3 の薄膜太陽電池モジュールにおいては、集積セルス トリング

0 の周縁領域における白色封止材 7 の厚さが、集積セルス トリング 1 1

0 の中心領域における白色封止材 7 の厚さよりも薄 くなつている。

[0088] これは、本発明者が鋭意検討 した結果、薄膜太陽電池モジュールの集積セ

ルス トリング 1 1 0 の中心領域に配置されている薄膜太陽電池 1 0 7 よりも

、周縁領域に配置されている薄膜太陽電池 1 0 7 の方が剥離 しやすく、集積

セルス トリング 1 1 0 の周縁領域における白色封止材 7 の厚さを集積セルス

トリング 1 1 0 の中心領域における白色封止材 7 の厚さよりも薄 くすること

によって、このような周縁領域に配置されている薄膜太陽電池 1 0 7 の剥離

を抑制できることを見い出したことによるものである。

[0089] また、本発明者が鋭意検討 した結果、表面透明電極層 2 の表面の周縁領域

のヘイズ率が中心領域のヘイズ率よりも高い場合に剥離抑制効果が最も大き

くなる。 しか し、このときヘイズ率の高低によって、集積セルス トリング内

の薄膜太陽電池セル間の電流密度にばらつきが生 じることが判明 した。集積

セルス トリング 1 1 0 の電流密度は、集積セルス トリング 1 1 0 内の薄膜太

陽電池セル 1 0 7 の最も小さい電流密度に律速されるため、集積セルス トリ

ング 1 1 0 内の薄膜太陽電池セル 1 0 7 の電流密度はなるべ く同一であるこ



とが好ま しい。

[0090] そ して、表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い中心領域 に対応する白色封止

材 7 の厚 さよりも、表面透明電極層 2 のヘイズ率が高い周縁領域 に対応する

白色封止材 7 の厚 さを薄 くすること （すなわち、表面透明電極層 2 のヘイズ

率が高い周縁領域 に対応する白色封止材 7 の厚 さよりも、表面透明電極層 2

のヘイズ率が低い中心領域 に対応する白色封止材 7 の厚 さを厚 くすること）

によって、集積セルス トリング 1 1 0 内の薄膜太陽電池セル 1 0 7 の電流密

度のば らつきを低減することができ、薄膜太陽電池モジュ一ル全体の電流密

度の低下を抑制することができる。

[0091 ] すなわち、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率が低い場合には、透光性絶

縁基板 1 側か ら入射 してきた光が表面透明電極層 2 で散乱および/ または屈

折される割合が小さいため、薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜4 を通過する距離

(光路長）を十分に伸ばすことができないことか ら、薄膜半導体光電変換ュ

ニ ッ ト4 で吸収 されることな く、透過 して しまう割合が大 きい。そのため、

表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い中心領域 に対応する白色封止材 7 の領域

では、表面透明電極層 2 のヘイズ率が高い周縁領域 に対応する白色封止材 7

の領域 と比べて、 白色封止材 7 の厚 さを厚 くすることによって、 白色封止材

側 に透過 してきた光の薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜4 側への反射率が上が

る。 これにより、中心領域の薄膜半導体光電変換ユニ ッ ト4 に入射する光量

が増大 して、中心領域 に配置された薄膜太陽電池セル 1 0 7 の電流密度が増

大する。

[0092] なお、本明細書 において、 「ヘイズ率」 とは、たとえば図 1 8 の模式図に

示すように、透光性絶縁基板 1 および表面透明電極層 2 を透過 してきた入射

光 2 1 の全光線透過光 （T t ) 2 2 中の拡散透過光 （T d ) 2 3 の割合で、

ヘイズ率 （％) = 1 0 0 X T d / T t の式で表わされ、ヘイズ率が高いほど

光の拡散する割合が高いことを意味する。

[0093] また、本明細書 において、表面透明電極層 2 のヘイズ率が低い中心領域 に

対応する白色封止材 7 の領域 とは、表面透明電極層 2 の面内の中心領域か ら



、表面透明電極層 2 の表面に対して、垂直方向に位置する白色封止材 7 の領

域を意味する。また、表面透明電極層 2 のヘイズ率が高い周縁領域に対応す

る白色封止材 7 の領域とは、表面透明電極層 2 の面内の周縁領域から、表面

透明電極層 2 の表面に対して、垂直方向に位置する白色封止材 7 の領域を意

味する。

[0094] また、本明細書において、白色封止材 7 の厚さは、白色封止材 7 が設けら

れている面に対して垂直方向の厚さを意味する。

[0095] また、集積セルストリング 1 1 0 の中心領域に対応する表面透明電極層 2

の波長 5 5 0 n mの光に対するヘイズ率の最小値は6 %以上であることが好

ましい。この場合には、表面透明電極層 2 の表面に凹凸を形成して太陽電池

モジュールとしたときの表面透明電極層 2 の剥離が発生しにくくなり、表面

透明電極層 2 の表面の凹凸で光を散乱させて、より多くの光を薄膜半導体光

電変換ュニッ卜4 に到達させることができる。

[0096] 以下、図3 〜図9 を参照して、実施の形態 3 の薄膜太陽電池モジュールの

製造方法の一例について説明する。まず、図3 に示すように、透光性絶縁基

板 1上に表面透明電極層 2 を形成する。

[0097] ここで、表面透明電極層 2 の表面にはたとえば図 1 9 に示すような凹凸が

形成されていることが好ましい。表面透明電極層 2 の表面に凹凸が形成され

ていることによって、透光性絶縁基板 1側から入射した入射光を散乱および

/ または屈折させて光路長を伸ばすことができ、薄膜半導体光電変換ュニッ

卜4 における光閉じ込め効果を高めることができるため短絡電流密度を増大

させることができる。表面透明電極層 2 の表面に凹凸を形成する方法として

は、たとえば、エツチング法ゃサンドプラストのような機械加工による方法

、または表面透明電極層 2 の結晶成長を利用する方法などを用いることがで

きる。

[0098] 表面透明電極層 2 の表面に凹凸が形成されている場合には、表面透明電極

層 2 のヘイズ率は、表面透明電極層 2 の製造条件によって、周縁領域で高く

、中心領域で低くすることができる。



[0099] また、表面透明電極層 2 の面内におけるヘイズ率を周縁領域で高く、中心

領域で低 くする方法としては、表面透明電極層 2 の表面をたとえば ドライエ

ツチングすることなども挙げることができる。たとえば、所望のヘイズ率よ

りも大きなヘイズ率を有する酸化亜鉛膜を表面透明電極層 2 として透光性絶

縁基板 1上に形成 し、たとえばアルゴンガスや窒素ガスをR E (反応性ィ

オンエッチング）装置に導入 して表面透明電極層 2 の表面の ドライエツチン

グを行なう。このとき、ヘイズ率の高い周縁領域ではエッチングレ一 卜を小

さくし、ヘイズ率の低い中心領域ではエッチングレ一 卜を大きくすることに

よって、表面透明電極層 2 の面内に所望のヘイズ率のばらつきを形成するこ

とができる。

[01 00] エッチングレー トを変更する方法としては、たとえば、ヘイズ率の高い周

縁領域ではヘイズ率の低い中心領域よりもプラズマ放電密度を小さくする方

法、またはヘイズ率の高い周縁領域ではヘイズ率の低い中心領域よりもカソ

— ドとアノー ドと間のギャップを小さくする方法などがある。

[01 0 1 ] また、表面透明電極層 2 が、表面透明電極層 2 の面内において、ヘイズ率

が周縁領域で高く、中心領域で低 くなるようなばらつきを有 している場合に

は、たとえば、表面透明電極層 2 の表面を上記のように処理 して、ヘイズ率

のばらつきを形成 しなくてもよい。

[01 02] 次に、図4 に示すように、透光性絶縁基板 1上の表面透明電極層 2 を分離

する第 1分離溝 1 0 2 を形成する。

[01 03] 次に、図 5 に示すように、表面透明電極層 2 上に薄膜半導体光電変換ュニ

ッ卜4 を形成する。このとき、表面透明電極層 2 を分離する第 1分離溝 1 0

が薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 によって埋め込まれることになる。

[01 04] 次に、図 6 に示すように、薄膜半導体光電変換ユニット4 を分離する第 2

分離溝 1 0 4 を形成する。

[01 05] 次に、図 7 に示すように、薄膜半導体光電変換ユニット4 上に裏面透明電

極層 6 を形成する。このとき、薄膜半導体光電変換ユニット4 を分離する第

分離溝 1 0 4 が裏面透明電極層 6 によって埋め込まれることになる。



[01 06] 次 に、図 8 に示すように、薄膜半導体光電変換ユニ ッ ト4 および裏面透明

電極層 6 を分離する第 3 分離溝 1 0 6 を形成する。 これによ り、個 々の薄膜

太陽電池セル 1 0 7 に分離 されるとともに、透光性絶縁基板 1 上 において隣

り合 う薄膜太陽電池セル 1 0 7 同士が直列接続 された集積セルス 卜リング 1

0 が形成 される。

[01 07] 次 に、図 9 に示すように、集積セルス トリング 1 1 0 の周縁 を取 り囲む周

縁分離溝 1 0 8 を形成するとともに、直列接続 された薄膜太陽電池セル 1 0

7 同士をさ らに分離する第 4 分離溝 1 0 9 を形成する。

[01 08] 周縁分離溝 1 0 8 および第 4 分離溝 1 0 9 の形成方法は、特 に限定されな

いが、た とえば、 レーザスクライプ法 またはプラス ト加工法な どによって、

表面透明電極層 2 、薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜4 および裏面透明電極層 6

の一部 をそれぞれ除去する方法な どを用いることがで きる。なお、 レーザス

クライブ法 を用いて周縁分離溝 1 0 8 および第 4 分離溝 1 0 9 を形成する場

合の レーザ光 と しては、た とえば Y A G レーザ光の基本波 （波長 1 0 6 4 η

m ) な どを好適 に用いることがで きる。

[01 09] 次 に、図 9 に示すように、第 4 分離溝 1 0 9 で分離 された集積セルス トリ

ング 1 1 0 の両端の薄膜太陽電池セル 1 0 7 の裏面透明電極層 6 にそれぞれ

バスバ一電極 1 4 を取 り付 けた後、バスバ一電極 1 4 に出力取 り出 し用の リ

— ド線 （図示せず）を取 り付 ける。

[01 10] その後、透光性絶縁基板 1 と白色封止材 7 との間に集積セルス 卜リング 1

0 を封止する。集積セルス トリング 1 1 0 の封止は、た とえば以下のよう

に して行な うことがで きる。 まず、図 2 0 に示すように裏面透明電極層 6 上

に白色封止材 7 を設置 し、 その後、 白色封止材 7 上 に裏面保護材 8 を設置す

る。次 に、裏面保護材 8 の設置後の透光性絶縁基板 1 を真空 ラミネー ト装置

内に設置 し、裏面保護材 8 と透光性絶縁基板 1 との間を脱気 しなが ら加圧お

よび加熱する。 その後、 白色封止材 7 を冷却することによ り、透光性絶縁基

板 1 と白色封止材 7 との間に集積セルス トリング 1 1 0 を封止することがで

きる。なお、裏面保護材 8 と しては、た とえばガラス基板、 P E T 樹脂 フィ



ル厶またはフッ素樹脂 フイルムな どを用いることがで きる。

[01 11] ここで、集積セルス トリング 1 1 0 の封止は、集積セルス トリング 1 1 0

の周縁領域 における白色封止材 7 の厚 さが、集積セルス トリング 1 1 0 の中

心領域 における白色封止材 7 の厚 さよ りも薄 くなるように して行なわれる。

すなわち、集積セルス トリング 1 1 0 の封止は、集積セルス トリング 1 1 0

の中心領域 における白色封止材 7 の厚 さが、集積セルス トリング 1 1 0 の周

縁領域 における白色封止材 7 の厚 さよ りも厚 くなるように して行なわれる。

[01 12 ] 集積セルス トリング 1 1 0 の封止は、 よ り具体的には、た とえば以下の （i

i i ) または （i v ) のいずれかの方法、あるいは （i i i ) および （i v ) を組み合

わせた方法 によ り行な うことがで きる。

[01 13 ] ( i i i ) 集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域 に設置 された白色封止材 7 よ

りも薄 くなるように、集積セルス トリング 1 1 0 の周縁領域 に白色封止材 7

を設置 して、集積セルス トリング 1 1 0 の封止を行な う。

[01 14] ( i v ) 集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域 に設置 された白色封止材 7 よ

りも、集積セルス トリング 1 1 0 の周縁領域 に設置 された白色封止材 7 の方

がラミネ一 卜時の加熱温度が高 くなるように加熱 して、集積セルス 卜リング

0 の封止を行な う。

[01 15 ] 次 に、 出力取 り出 し用の リー ド線 を端子ボ ックスを介 して外部 に取 り出 し

、 その後、透光性絶縁基板 1 の周縁 にた とえばアル ミニウムな どか らなるフ

レーム 9 を取 り付 けることによって、実施の形態 3 の薄膜太陽電池モジュ一

ル を作製することがで きる。

[01 16 ] 従来の薄膜太陽電池セル を用いた薄膜太陽電池モジュール においては、周

縁領域 に位置する薄膜太陽電池セルが、 中心領域 に位置する薄膜太陽電池セ

ル と比べて剥離 しやすいという問題があ つたが、実施の形態 3 の薄膜太陽電

池モジュールのように、表面透明電極層 2 のヘイズ率が高い周縁領域 に対応

する白色封止材 7 の厚 さよ りも、表面透明電極層 2 のヘイズ率が低 い中心領

域 に対応する白色封止材 7 の厚 さを厚 くすることによって、周縁領域 に位置

する薄膜太陽電池セルの剥離 を抑制することがで きる。



[01 17 ] なお、実施の形態 3 における上記以外の説明は実施の形態 1 および 2 と同

様であるため、 その説明については省略する。

[01 18 ] < 実施 の形態 4 >

図 2 1 に、実施の形態 4 の薄膜太陽電池モジュールの模式的な断面図を示

す。実施の形態 4 の薄膜太陽電池モジュールは、 フ レーム 9 を用いることな

く、透光性絶縁基板 1 と裏面保護材 8 との間に、集積セルス トリング 1 1 0

および 白色封止材 7 を設置 している点に特徴がある。

[01 19 ] 実施の形態 4 の薄膜太陽電池モジュール においても、集積セルス トリング

0 の周縁領域 における白色封止材 7 の厚 さが、集積セルス トリング 1 1

0 の中心領域 における白色封止材 7 の厚 さよ りも薄 くな つている。すなわち

、集積セルス トリング 1 1 0 の中心領域 における白色封止材 7 の厚 さが、集

積セルス トリング 1 1 0 の周縁領域 における白色封止材 7 の厚 さよ りも厚 く

な っている。

[01 20] また、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率が、周縁領域で高 く、 中心領域

で低 くな つてお り、表面透明電極層 2 のヘイズ率が低 い中心領域 に対応する

白色封止材 7 の厚 さよ りも表面透明電極層 2 のヘイズ率が高い周縁領域 に対

応する白色封止材 7 の厚 さが薄 くな つてお り、表面透明電極層 2 のヘイズ率

が高い周縁領域 に対応する白色封止材 7 の厚 さよ りも表面透明電極層 2 のへ

ィズ率が低 い中心領域 に対応する白色封止材 7 の厚 さが厚 くな つている。

[01 2 1 ] したが って、実施の形態 4 の薄膜太陽電池モジュール においても、集積セ

ルス トリング 1 1 0 の周縁領域 に配置 されている薄膜太陽電池セル 1 0 7 の

剥離 を抑制することがで き、かつ薄膜太陽電池モジュールの全体の電流密度

の低下を抑制することがで きる。

[01 22] なお、実施の形態 4 における上記以外の説明は実施の形態 1 〜 3 と同様で

あるため、 その説明については省略する。

実施例 1

[01 23] < 実施例 1 >

まず、図 3 に示すように、長辺長 さ 1 3 0 0 m m X 短辺長 さ 1 0 0 0 m m



の大 きさの矩形表面 を有 し、厚 さ 3 . 2 m m の無 アル カ リガラスのガラス基

板か らなる透光性絶縁基板 1 の当該矩形表面上 に面内平均厚 さが 1 . 8 m

の酸化亜鉛膜か らなる表面透明電極層 2 が C V D 法 によ り予め形成 されたも

のを用意 した。 ここで、表面透明電極層 2 の表面 には凹凸が形成 されていた

[01 24] 次 に、上記のように して形成 した表面透明電極層 2 の波長 5 5 0 n m の光

に対するヘイズ率 を日本分光株式会社製の紫外可視分光光度計 によ り、全光

線透過光 （T t ) および拡散透過光 （T d ) を測定 し、ヘイズ率 （％ ) = 1

0 0 X T d / T t の式 によって求めた。 その結果 を図 1 1 に示す。図 1 1 の

縦軸 はヘイズ率 （％ ) を示 し、図 1 1 の A ~ E は短辺側の 1 0 0 0 m m を示

し、図 1 1 の E ~ Y は長辺側の 1 3 0 0 m m を示す。 また、図 1 1 において

は、斜線の種類 によって、ヘイズ率の高さが分類 されている。

[01 25] 図 1 1 に示すように、上記の表面透明電極層 2 については、表面透明電極

層 2 の面内の中心領域のヘイズ率が周縁領域のヘイズ率 よ りも高 くな つてい

ることが確認 された。

[01 26] 次 に、図 4 に示すように、 Y A G レーザ光の基本波 （波長 1 0 6 4 n m )

を直線状 に移動 させなが ら、表面透明電極層 2 に照射することによって、表

面透明電極層 2 の一部 を除去 して、表面透明電極層 2 を直線状 に分離する第

分離溝 1 0 2 を形成 した。

[01 27] 次 に、図 5 に示すように、表面透明電極層 2 上 に薄膜半導体光電変換ュニ

ッ 卜4 を積層 した。 ここで、薄膜半導体光電変換ユニ ッ ト4 は、以下のよう

に して作製 した。

[01 28] まず、上記のヘイズ率のば らつ きを有する表面透明電極層 2 を備 えた透光

性絶縁基板 1 をプラズマ C V D 装置の成膜室内に設置 し、 プラズマ C V D 装

置の成膜室の内部の圧力が 0 . 1 P a となるまで成膜室内のガスを排気 した

後、成膜室内に H 2ガス、 S i H 4ガス、 B 2H 6ガスおよび C H 4ガスを導入 して

、 プラズマ C V D 法 によ り酸化亜鉛膜の表面上 に p 型非晶質炭化シ リコン層

を形成 した。



[01 29] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 P

a となるまで成膜室中のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガスおよび S i H 4

ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ り p 型非晶質炭化 シ リコ ン層の表面

上 に ノ ン ド一プ ί 型非晶質シ リコン層 を形成 した。

[01 30] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 Ρ

a となるまで成膜室内のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガス、 S i H 4ガス

および P H 3ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ りノ ン ド一プ ί 型非晶質

シ リコ ン層の表面上 に η 型非晶質シ リコ ン層 を形成 した後 に、 H 2Z S i H 4流

量比 （（H 2の流量）/ ( S i H 4の流量））が高 くなるように H 2ガスの流量お

よび S i H 4ガスの流量 を変更 して、同 じくプラズマ C V D 法 によ り n 型非晶

質シ リコン層の表面上 に n 型微結晶シ リコン層 を形成 した。

[01 3 1 ] 上記のように して、上記の酸化亜鉛膜の表面上 に、 p 型非晶質炭化シ リコ

ン層、 ノ ン ド一プ ί 型非晶質シ リコ ン層、 η 型非晶質シ リコ ン層および η 型

微結晶シ リコン層の積層体か らなる 卜ップセルである非晶質シ リコン光電変

換ュニ ッ 卜を形成 した。

[01 32] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 Ρ

a となるまで成膜室中のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガス、 S i H 4ガス

および B 2H 6ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ り n 型微結晶シ リコン層

の表面上 に P型微結晶シ リコン層 を形成 した。

[01 33] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 P

a となるまで成膜室内のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガスおよび S i H 4

ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ り p 型微結晶シ リコン層の表面上 に

ノン ド一プ ί 型微結晶シ リコン層 を形成 した。

[01 34] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 Ρ

a となるまで成膜室内のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガス、 S i H 4ガス

および P H 3ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ りノ ン ド一プ微結晶シ リ

コン層の表面上 に n 型非晶質シ リコン層 を形成 した後 に、 H 2Z S i H 4流量比

( ( H 2の流量）/ ( S i H 4の流量））が高 くなるように H 2ガスの流量および



S i H 4ガスの流量を変更 して、プラズマC V D法によりn 型非晶質シリコン

層の表面上に n 型微結晶シリコン層を形成 した。

[01 35] 上記のようにして作製 した p 型微結晶シリコン層、ノン ド一プ ί 型微結晶

シリコン層、 η 型非晶質シリコン層および η 型微結晶シリコン層の積層体か

らなるボ トムセルである微結晶シリコン光電変換ュニッ卜を形成 した。

[01 36] 以上により、図 5 に示すように、上記のヘイズ率のばらつきを有する表面

透明電極層 2 上に、表面透明電極層 2 側から、非晶質シリコン光電変換ュニ

ッ卜からなる 卜ップセルおよび微結晶シリコン光電変換ュニッ卜からなるボ

トムセルがこの順に積層された薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 を形成 した。

[01 37] 次に、図 6 に示すように、 Y A G レーザ光の第 2 高調波 （波長 5 3 2 n m

) を直線状に移動させながら、薄膜半導体光電変換ユニット4 に照射するこ

とによって、薄膜半導体光電変換ユニット4 の一部を除去 して、薄膜半導体

光電変換ュニッ卜4 を直線状に分離する第 2 分離溝 1 0 4 を形成 した。

[01 38] 次に、薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 の形成後の透光性絶縁基板 1 をブラ

ズマC V D装置から取り出してマグネ トロンスパッタリング装置内に設置 し

、マグネ トロンスパッタリング法によって、図 7 に示すように、薄膜半導体

光電変換ュニッ卜4 の表面上に酸化亜鉛層からなる裏面透明電極層 6 を形成

した。

[01 39] 次に、図 8 に示すように、 Y A G レーザ光の第 2 高調波 （波長 5 3 2 n m

) を直線状に移動させながら、裏面透明電極層 6 に照射することによって、

薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 および裏面透明電極層 6 のそれぞれの一部を

除去 して、薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 および裏面透明電極層 6 を直線状

に分離する第 3 分離溝 1 0 6 を形成 した。これにより、薄膜太陽電池セル 1

0 7 に分離されるとともに、透光性絶縁基板 1上において隣り合う薄膜太陽

電池セル 1 0 7 同士が直列接続された集積セルス トリング 1 1 0 を形成 した

[0140] 次に、図 9 に示すように、 Y A G レーザ光の基本波 （波長 1 0 6 4 n m )

を移動させながら、裏面透明電極層 6 に照射することによって、裏面透明電



極 層 6 、薄膜半導体光電変換 ュニ ッ 卜4 および表面透 明電極 層 2 のそれ ぞれ

の一部 を除去 して、集積 セル ス トリング 1 1 0 の周縁 を取 り囲む周縁分離溝

0 8 を形成 す る とともに、 直列接続 された薄膜 太陽電池 セル 1 0 7 同士 を

分離 す る第 4 分離溝 1 0 9 を形成 した。 第 4 分離溝 1 0 9 の形成 によ り、集

積 セル ス トリング 1 1 0 は、 9 0 段 の薄膜 太陽電池 セル 1 0 7 が順次 直列接

続 された構成 とされた。 なお、 図 9 では、説 明の便宜 のため、 9 0 段 の薄膜

太陽電池 セル 1 0 7 のすべ てが示 されているわ けではない。

[0141 ] 次 に、 図 1 2 に示 す上記 の表面透 明電極 層 2 のヘ イズ率 が高 い中心領域 に

配置 された薄膜 太陽電池 セル 1 0 7 a で は薄 くな り、表面透 明電極 層 2 のへ

ィズ率 が低 い周縁領域 に配置 された薄膜 太陽電池 セル 1 0 7 b で は厚 くな る

よ うに白色封止材 7 を設置 した。 白色封止材 7 と しては、 D u p o n 社製 の

Γ υροηΤΜ PV5200 Ser i es] を用 いた。 なお、 中心領域 に配置 された薄膜 太陽

電池 セル 1 0 7 a は、 直列接続 された薄膜 太陽電池 セル 1 0 7 同士 を分離 す

る第 4 分離溝 1 0 9 の うち透光性絶縁基板 1 の中心 に最 も近 い第 4 分離溝 1

0 9 a に垂 直 に交わ り、 かつ透光性絶縁基板 1 の中心 を通 る仮想線 2 を

含 む若 しくは仮想線 2 に最 も近 い位置 に配置 された薄膜 太陽電池 セル で

あ る。 また、周縁領域 に配置 された薄膜 太陽電池 セル 1 0 7 b は、透光性絶

縁基板 1 の周縁 に最 も近 い位置 に配置 された薄膜 太陽電池 セル であ る。 なお

、 図 1 2 においては、説 明の便宜 のため、 中心領域 に配置 された薄膜 太陽電

池 セル 1 0 7 a お よび周縁領域 に配置 された薄膜 太陽電池 セル 1 0 7 b は、

それ ぞれ、 その一部 のみ を図示 してお り、 すべ て を図示 していない。

[0142] ここで、上記 の 白色封止材 7 をガラス基板上 にラ ミネ一 卜して硬化 させた

サ ンプル を作製 し、 当該サ ンプル の 白色封止材 7 の厚 さ とガラス基板側 か ら

測定 した反射率 との関係 を調査 した。 その結果 を図 1 3 に示 す。 なお、 図 1

3 の縦軸 は、波長 9 0 0 n m の光 に対 す る反射率 （％ ) を示 し、 図 1 3 の横

軸 は、 白色封止材 7 の厚 さ （m m ) を示 している。

[0143] 図 1 3 に示 す よ うに、 白色封止材 7 の厚 さが厚 くな る とともに反射率 が高

くな り、 白色封止材 7 の厚 さが 1 m m であ る ときには 9 8 % の反射率 を有 す



ることが確認された。

[0144] 図 1 4 に、上記のサンプルの白色封止材 7 の厚さを、それぞれ 0 . 7 3 4

m m、 0 . 3 3 8 mおよび 0 . 2 8 8 m m とし、波長を様々に変化させて白

色封止材 7 に光を照射 したときの反射率を示す。図 1 4 の縦軸は、反射率 （

% ) を示 し、図 1 4 の横軸は、白色封止材 7 に照射された光の波長 （n m)

を示 している。また、図 1 4 の実線、破線および 1点鎖線は、それぞれ、厚

さ0 . 7 3 4 m m、 0 . 3 3 8 mおよび 0 . 2 8 8 m mの白色封止材 7 の反

射率の変化を示 している。

[0145] 図 1 4 に示すように、波長 6 0 0 n m~ 0 0 n mの範囲の光に対 して

は、白色封止材の厚さが厚 くなるほど、白色封止材の反射率が高くなること

が確認された。

[0146] 次に、白色封止材 7 上に無アルカリガラスのガラス基板からなる裏面保護

材 8 を設置 して、裏面保護材 8 が設置された後の透光性絶縁基板 1 を真空ラ

ミネ一 卜装置内に設置 した。そして、透光性絶縁基板 1 と裏面保護材 8 との

間を脱気 しながら加圧および加熱することによって、透光性絶縁基板 1 と裏

面保護材 8 との間の白色封止材 7 で薄膜半導体光電変換ュニッ卜4 を封止 し

た。

[0147] その後、出力取り出し用のリー ド線を端子ボックスを介 して外部に取り出

し、その後、図 1 0 に示すように、実施例 1 の薄膜太陽電池モジュールを作

製 した。

[0148] また、比較のため、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率のばらつきに関わ

らず、白色封止材 7 の厚さを均一にしたこと以外は実施例 1 と同様にして、

比較例 1 の薄膜太陽電池モジュールを作製 した。

[0149] 上記のようにして作製 した比較例 1 の薄膜太陽電池モジュールの透光性絶

縁基板 1側からソ一ラ一シミュレータを用いて擬似太陽光 （A M 1 . 5 、ェ

ネルギ密度 1 O O mW/ c m2) を照射 し、波長 5 5 0 n mの光に対する表面

透明電極層 2 の面内のヘイズ率がそれぞれ 1 3 . 5 %、 3 0 . 6 % および 3

4 . % に対応する位置に配置された薄膜太陽電池セル 1 0 7 のボ トムセル



の短絡電流密度 を測定 した。 その結果 を図 1 5 に示す。

[01 50] なお、図 1 5 の横線 は、 1 3 . 5 % 、 3 0 . 6 % および 3 4 . 1 % のそれ

ぞれのヘイズ率 に対応する位置 に配置 された薄膜太陽電池セル 1 0 7 のボ 卜

厶セルの短絡電流密度の平均値 を示 している。 また、図 1 5 の縦軸 は、表面

透明電極層 2 の面内のヘイズ率が 1 3 . 5 % に対応する位置 に配置 された薄

膜太陽電池セル 1 0 7 のボ トムセルの短絡電流密度の平均値 を 1 と した とき

のボ トムセルの短絡電流密度の相対値 を示 し、図 1 5 の横軸 は、表面透明電

極層 2 の面内のヘイズ率 を示 している。

[01 5 1 ] 図 1 5 に示すように、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率が高い領域 に対

応する位置 に配置 された薄膜太陽電池セル 1 0 7 の方が、ボ トムセルの短絡

電流密度が大 きくなることが確認 された。

[01 52] 次 に、比較例 1 の薄膜太陽電池モジュールの白色封止材 7 の厚 さを均一に

それぞれ 0 . 2 8 8 m m、 0 . 3 3 8 m m および 0 . 7 3 4 m m と して、透

光性絶縁基板 1 側 か らソーラーシミュ レータを用いて擬似太陽光 （A M 1 .

5 、 エネルギ密度 1 0 0 mW / c m 2) を照射 した ときの特定の薄膜太陽電池

セル 1 0 7 の トツプセルの短絡電流密度 およびボ トムセルの短絡電流密度 を

測定 した。 その結果 を図 1 6 に示す。

[01 53] なお、図 1 6 において、菱形のマークが トップセルの短絡電流密度 を示 し

、正方形のマークがボ トムセルの短絡電流密度 を示 している。 また、図 1 6

の縦軸 は、 白色封止材 7 の厚 さが 0 . 2 8 8 m m であるときの トップセルお

よびボ トムセルの短絡電流密度 を 1 と した ときの トップセルおよびボ トムセ

ルの短絡電流密度の相対値 を示 している。 また、図 1 6 の横軸 は、 白色封止

材 7 の厚 さを示 している。

[01 54] 図 1 6 に示すように、 白色封止材 7 の厚 さの増大に伴 ってボ トムセルの短

絡電流密度 は向上 したが、 卜ップセルの短絡電流密度 はボ トムセルほど向上

しないことが確認 された。

[01 55] 次 に、上記の実施例 1 および比較例 1 の薄膜太陽電池モジュール に対 して

、 それぞれ、透光性絶縁基板 1 側 か らソ一ラ一シミュ レータを用いて擬似太



陽光 （A M 1 . 5 、 エネルギ密度 1 0 0 mW / c m2) を照射 した ときの第 1

段 目、第 2 2 段 目、第 4 5 段 目、第 6 9 段 目および第 9 0 段 目の各薄膜太陽

電池セル 1 0 7 の短絡電流密度 を測定 した。 その結果 を図 1 7 に示す。

[01 56] なお、図 1 7 において、菱形のマークが比較例 1 の薄膜太陽電池モジュ一

ルの各薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短絡電流密度 を示 し、正方形のマークが実

施例 1 の薄膜太陽電池モジュールの各薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短絡電流密

度 を示 している。 また、図 1 7 の縦軸 は、比較例 1 の薄膜太陽電池モジュ一

ルの第 1 段 目の薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短絡電流密度 を 1 と した ときの各

薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短絡電流密度の相対値 を示 している。 また、図 1

7 の横軸 は、短絡電流密度が測定された薄膜太陽電池セル 1 0 7 の段数 を示

している。

[01 57] 図 1 7 に示すように、実施例 1 の薄膜太陽電池モジュール においては、比

較例 1 の薄膜太陽電池モジュール と比べて、各薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短

絡電流密度のば らつ きが低減で きていることが確認 された。 また、集積セル

ス トリング 1 1 0 の発電効率 は、実施例 1 の方が比較例 1 と比べて 0 . 7 3

% 向上 していることが確認 された。 これ らは、 白色封止材 7 の厚 さを厚 くす

ることによ り、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率が低 いために電流密度が

小さ くな っていた薄膜太陽電池セル 1 0 7 の電流密度が増加 したためである

と考 え られる。

[01 58] また、実施例 1 の薄膜太陽電池モジュール においては、表面透明電極層 2

の面内のヘイズ率の低 い領域 に形成 された電流密度が小さいセル に全体の電

流密度が律速 されるため、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率の高い領域 に

おいては、 白色封止材 7 の厚 さをヘイズ率の低 い領域 に比べて薄 くすること

がで きる。 このように、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率の高い領域 にお

いて、 白色封止材 7 の厚 さを薄 くすることで、 白色封止材 7 の使用量 を低減

することもで きるため、薄膜太陽電池モジュールの製造 コス トの低減 にもつ

ながる。

実施例 2



[01 59] < 実施例 2 _ 1 >

まず、図 3 に示すように、長辺長 さ 1 3 0 0 m m X 短辺長 さ 1 O O O m m

の大 きさの矩形表面 を有 し、厚 さ 3 . 2 m m の無 アル カ リガラスのガラス基

板か らなる透光性絶縁基板 1 の当該矩形表面上 に面内平均厚 さが 1 . 8 m

の酸化亜鉛膜か らなる表面透明電極層 2 が C V D 法 によ り予め形成 されたも

のを用意 した。

[01 60] 次 に、酸化亜鉛膜か らなる表面透明電極層 2 の面内の周縁領域のヘイズ率

が中心領域のヘイズ率 よ りも高 くなるように表面透明電極層 2 の表面 を ドラ

ィエ ッチ ングすることによって、表面透明電極層 2 の表面 に凹凸を形成 した

[01 6 1 ] 次 に、上記のように して形成 した表面透明電極層 2 の波長 5 5 0 n m の光

に対するヘイズ率 を日本分光株式会社製の紫外可視分光光度計 によ り、全光

線透過光 （T t ) および拡散透過光 （T d ) を測定 し、ヘイズ率 （％ ) =

0 0 X T d / T t の式によって求めた。 その結果 を図 2 2 に示す。図 2 2 の

縦軸 はヘイズ率 （％ ) を示 し、図 2 2 の A ~ E は短辺側の 1 0 0 0 m m を示

し、図 2 2 の E ~ Y は長辺側の 1 3 0 0 m m を示す。 また、図 2 2 において

は、斜線の種類 によって、ヘイズ率の高さが分類 されている。

[01 62] 図 2 2 に示すように、上記の表面透明電極層 2 については、表面透明電極

層 2 の面内の周縁領域のヘイズ率が中心領域のヘイズ率 よ りも高 くな つてい

ることが確認 された。

[01 63] 次 に、図 4 に示すように、 Y A G レーザ光の基本波 （波長 1 0 6 4 n m )

を直線状 に移動 させなが ら、表面透明電極層 2 に照射することによって、表

面透明電極層 2 の一部 を除去 して、表面透明電極層 2 を直線状 に分離する第

分離溝 1 0 2 を形成 した。

[01 64] 次 に、図 5 に示すように、表面透明電極層 2 上 に薄膜半導体光電変換ュニ

ッ 卜4 を積層 した。 ここで、薄膜半導体光電変換ユニ ッ ト4 は、以下のよう

に して作製 した。

[01 65] まず、上記のヘイズ率のば らつ きを有する表面透明電極層 2 を備 えた透光



性絶縁基板 1 をプラズマ C V D 装置の成膜室内に設置 し、 プラズマ C V D 装

置の成膜室の内部の圧力が 0 . 1 P a となるまで成膜室内のガスを排気 した

後、成膜室内に H 2ガス、 S i H 4ガス、 B 2H 6ガスおよび C H 4ガスを導入 して

、 プラズマ C V D 法 によ り酸化亜鉛膜の表面上 に p 型非晶質炭化シ リコン層

を形成 した。

[01 66] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 P

a となるまで成膜室中のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガスおよび S i H 4

ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ り p 型非晶質炭化 シ リコ ン層の表面

上 に ノ ン ド一プ ί 型非晶質シ リコン層 を形成 した。

[01 67] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 Ρ

a となるまで成膜室内のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガス、 S i H 4ガス

および P H 3ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ りノ ン ド一プ ί 型非晶質

シ リコ ン層の表面上 に η 型非晶質シ リコ ン層 を形成 した後 に、 H 2Z S i H 4流

量比 （ （H 2の流量）/ ( S i H 4の流量））が高 くなるように H 2ガスの流量お

よび S i H 4ガスの流量 を変更 して、同 じくプラズマ C V D 法 によ り n 型非晶

質シ リコン層の表面上 に n 型微結晶シ リコン層 を形成 した。

[01 68] 上記のように して、上記の酸化亜鉛膜の表面上 に、 p 型非晶質炭化シ リコ

ン層、 ノ ン ド一プ ί 型非晶質シ リコ ン層、 η 型非晶質シ リコ ン層および η 型

微結晶シ リコン層の積層体か らなる 卜ップセルである非晶質シ リコン光電変

換ュニ ッ 卜を形成 した。

[01 69] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 Ρ

a となるまで成膜室中のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガス、 S i H 4ガス

および B 2H 6ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ り n 型微結晶シ リコン層

の表面上 に P型微結晶シ リコン層 を形成 した。

[01 70] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 P

a となるまで成膜室内のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガスおよび S i H 4

ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ り p 型微結晶シ リコン層の表面上 に

ノン ド一プ ί 型微結晶シ リコン層 を形成 した。



[01 7 1 ] 次 に、成膜室内へのガスの導入を停止 し、成膜室の内部の圧力が 0 . 1 P

a となるまで成膜室内のガスを排気 した後、成膜室内に H 2ガス、 S i H 4ガス

および P H 3ガスを導入 して、 プラズマ C V D 法 によ りノ ン ド一プ微結晶シ リ

コン層の表面上 に n 型非晶質シ リコン層 を形成 した後 に、 H 2Z S i H 4流量比

( ( H 2の流量）/ ( S i H 4の流量））が高 くなるように H 2ガスの流量および

S i H 4ガスの流量 を変更 して、 プラズマ C V D 法 によ り n 型非晶質シ リコン

層の表面上 に n 型微結晶シ リコン層 を形成 した。

[01 72] 上記のように して作製 した p 型微結晶シ リコン層、 ノ ン ド一プ ί 型微結晶

シ リコン層、 η 型非晶質シ リコン層および η 型微結晶シ リコン層の積層体か

らなるボ トムセルである微結晶シ リコン光電変換ュニ ッ 卜を形成 した。

[01 73] 以上 によ り、上記のヘイズ率のば らつ きを有する表面透明電極層 2 上 に、

表面透明電極層 2 側 か ら、非晶質シ リコン光電変換ュニ ッ 卜か らなる トップ

セルおよび微結晶シ リコン光電変換ュニ ッ 卜か らなるボ トムセルが この順 に

積層 された薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜4 を形成 した。

[01 74] 次 に、図 6 に示すように、 Y A G レーザ光の第 2 高調波 （波長 5 3 2 n m

) を直線状 に移動 させなが ら、薄膜半導体光電変換ユニ ッ ト4 に照射するこ

とによって、薄膜半導体光電変換ユニ ッ ト4 の一部 を除去 して、薄膜半導体

光電変換ュニ ッ 卜4 を直線状 に分離する第 2 分離溝 1 0 4 を形成 した。

[01 75] 次 に、薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜4 の形成後の透光性絶縁基板 1 をブラ

ズマ C V D 装置か ら取 り出 してマグネ トロンスパ ッタ リング装置内に設置 し

、マグネ トロンスパ ッタ リング法 によって、図 7 に示すように、薄膜半導体

光電変換ュニ ッ 卜4 の表面上 に酸化亜鉛層か らなる裏面透明電極層 6 を形成

した。

[01 76] 次 に、図 8 に示すように、 Y A G レーザ光の第 2 高調波 （波長 5 3 2 n m

) を直線状 に移動 させなが ら、裏面透明電極層 6 に照射することによって、

薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜4 および裏面透明電極層 6 のそれぞれの一部 を

除去 して、薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜4 および裏面透明電極層 6 を直線状

に分離する第 3 分離溝 1 0 6 を形成 した。 これによ り、薄膜太陽電池セル 1



0 7 に 分 離 さ れ る と と も に、 透 光 性 絶 縁 基 板 1 上 に お い て 隣 り合 う薄 膜 太 陽

電 池 セ ル 1 0 7 同 士 が 直 列 接 続 さ れ た 集 積 セ ル ス トリン グ 1 1 0 を形 成 した

[01 77] 次 に、 図 9 に示 す よ う に、 Y A G レー ザ 光 の 基 本 波 （波 長 1 0 6 4 n m )

を移 動 さ せ な が ら、 裏 面 透 明 電 極 層 6 に照 射 す る こ と に よ って 、 裏 面 透 明 電

極 層 6 、 薄 膜 半 導 体 光 電 変 換 ュ ニ ッ 卜4 お よ び 表 面 透 明 電 極 層 2 の そ れ ぞ れ

の 一 部 を 除 去 して 、 集 積 セ ル ス トリン グ 1 1 0 の 周 縁 を取 り囲 む 周 縁 分 離 溝

0 8 を形 成 す る と と も に、 直 列 接 続 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル 1 0 7 同 士 を

分 離 す る 第 4 分 離 溝 1 0 9 を形 成 した 。 第 4 分 離 溝 1 0 9 の 形 成 に よ り、 集

積 セ ル ス トリン グ 1 1 0 は 、 9 0 段 の 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル 1 0 7 が 順 次 直 列 接

続 さ れ た 構 成 と さ れ た 。 な お、 図 9 で は、 説 明 の 便 宜 の た め 、 9 0 段 の 薄 膜

太 陽 電 池 セ ル 1 0 7 の す べ て が 示 さ れ て い る わ け で は な い。

[01 78] 次 に、 図 2 3 に 示 す 中心 領 域 に配 置 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル 1 0 7 a で は

厚 くな り、 周 縁 領 域 に配 置 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル 1 0 7 b で は 薄 くな る よ

う に 白色 封 止 材 7 を設 置 した 。 白色 封 止 材 7 と して は、 D u p o n 社 製 の 「D

uponTM PV5200 Ser i es] を 用 い た 。 な お、 中心 領 域 に配 置 さ れ た 薄 膜 太 陽 電

池 セ ル 1 0 7 a は 、 直 列 接 続 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル 1 0 7 同 士 を分 離 す る

第 4 分 離 溝 1 0 9 の うち 透 光 性 絶 縁 基 板 1 の 中心 に最 も近 い 第 4 分 離 溝 1 0

9 a に 垂 直 に 交 わ り、 か つ 透 光 性 絶 縁 基 板 1 の 中心 を通 る仮 想 線 3 を含

む 若 し くは 仮 想 線 1 1 1 に 最 も近 い位 置 に配 置 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル で あ

る。 ま た 、 周 縁 領 域 に配 置 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル 1 0 7 b は 、 透 光 性 絶 縁

基 板 1 の 周 縁 に最 も近 い位 置 に配 置 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル で あ る。 な お、

図 2 3 に お い て は、 説 明 の 便 宜 の た め 、 中心 領 域 に配 置 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池

セ ル 1 0 7 a お よ び 周 縁 領 域 に配 置 さ れ た 薄 膜 太 陽 電 池 セ ル 1 0 7 b は 、 そ

れ ぞ れ 、 そ の 一 部 の み を 図 示 して お り、 す べ て を 図 示 して い な い。

[01 79] こ こで 、 上 記 の 白色 封 止 材 7 を ガ ラ ス 基 板 上 に ラ ミ ネ 一 卜して 硬 化 さ せ た

サ ン プル を作 製 し、 当 該 サ ン プル の 白色 封 止 材 7 の 厚 さ と ガ ラ ス 基 板 側 か ら

測 定 した 反 射 率 との 関 係 を調 査 した 。 そ の 結 果 を 図 2 4 に 示 す 。 な お、 図 2



4 の縦軸 は、波長 9 0 0 n m の光 に対する反射率 （％ ) を示 し、図 2 4 の横

軸 は、 白色封止材 7 の厚 さ （m m ) を示 している。

[01 80] 図 2 4 に示すように、 白色封止材 7 の厚 さが厚 くなるとともに反射率が高

くな り、 白色封止材 7 の厚 さが 1 m m であるときには 9 8 % の反射率 を有す

ることが確認 された。

[01 8 1 ] 図 2 5 に、上記のサ ンプルの白色封止材 7 の厚 さを、 それぞれ 0 . 7 3 4

m m、 0 . 3 3 8 m および 0 . 2 8 8 m m と し、波長 を様 々に変化 させて白

色封止材 7 に光 を照射 した ときの反射率 を示す。図 2 5 の縦軸 は、反射率 （

% ) を示 し、図 2 5 の横軸 は、 白色封止材 7 に照射 された光の波長 （n m )

を示 している。 また、図 2 5 の実線、破線 および 1 点鎖線 は、 それぞれ、厚

さ 0 . 7 3 4 m m、 0 . 3 3 8 m および 0 . 2 8 8 m m の 白色封止材 7 の反

射率の変化 を示 している。

[01 82] 図 2 5 に示すように、波長 6 0 0 n m ~ 0 0 n m の範囲の光 に対 して

は、 白色封止材の厚 さが厚 くなるほど、 白色封止材の反射率が高 くなること

が確認 された。

[01 83] 次 に、 白色封止材 7 上 に P E T 樹脂 フイルムか らなる裏面保護材 8 を設置

して、裏面保護材 8 が設置 された後の透光性絶縁基板 1 を真空 ラミネー ト装

置内に設置 した。 そ して、透光性絶縁基板 1 と裏面保護材 8 との間を脱気 し

なが ら加圧および加熱することによって、透光性絶縁基板 1 と裏面保護材 8

との間の白色封止材 7 で薄膜半導体光電変換ュニ ッ 卜4 を封止 した。

[01 84] その後、 出力取 り出 し用の リー ド線 を端子ボ ックスを介 して外部 に取 り出

し、 その後、図 1 9 に示すように、透光性絶縁基板 1 の周縁 にた とえばアル

ミニゥ厶な どか らなるフ レーム 9 を取 り付 けることによって、実施例 2 —

の薄膜太陽電池モジュール を作製 した。

[01 85] < 実施例 2 _ 2 >

フ レーム 9 を取 り付 けなか った こと、 および裏面保護材 8 と してガラス基

板 を用いた こと以外は実施例 2 _ 1 と同様 に して、実施例 2 — 2 の薄膜太陽

電池モジュール を作製 した。



[01 86] < 比較例 2 _ 1 >

比較 のため、 白色封止材 7 の厚 さを均一に した こと以外は実施例 2 _ 1 と

同様 に して、比較例 2 _ の薄膜太陽電池モジュール を作製 した。

[01 87] 上記のように して作製 した比較例 2 _ の薄膜太陽電池モジュールの透光

性絶縁基板 1 側 か らソ一ラ一シミュ レータを用いて擬似太陽光 （A M 1 . 5

、 エネルギ密度 1 O O mW / c m2) を照射 し、波長 5 5 0 n m の光 に対する

表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率がそれぞれ 1 3 . 5 % 、 3 0 . 6 % およ

び 3 4 . % に対応する位置 に配置 された薄膜太陽電池セル 1 0 7 のボ トム

セルの短絡電流密度 を測定 した。 その結果 を図 2 6 に示す。

[01 88] なお、図 2 6 の横線 は、 1 3 . 5 % 、 3 0 . 6 % および 3 4 . 1 % のそれ

ぞれのヘイズ率 に対応する位置 に配置 された薄膜太陽電池セル 1 0 7 のボ 卜

厶セルの短絡電流密度の平均値 を示 している。 また、図 2 6 の縦軸 は、表面

透明電極層 2 の面内のヘイズ率が 1 3 . 5 % に対応する位置 に配置 された薄

膜太陽電池セル 1 0 7 のボ トムセルの短絡電流密度の平均値 を 1 と した とき

のボ トムセルの短絡電流密度の相対値 を示 し、図 2 6 の横軸 は、表面透明電

極層 2 の面内のヘイズ率 を示 している。

[01 89] 図 2 6 に示すように、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率が大 きい領域 に

対応する位置 に配置 された薄膜太陽電池セル 1 0 7 の方が、ボ トムセルの短

絡電流密度が大 きくなることが確認 された。

[01 90] 次 に、比較例 2 _ 1 の薄膜太陽電池モジュールの白色封止材 7 の厚 さを均

—にそれぞれ 0 . 2 8 8 m m、 0 . 3 3 8 m m および 0 . 7 3 4 m m と して

、透光性絶縁基板 1 側 か らソ一ラ一シミュ レータを用いて擬似太陽光 （A M

1 . 5 、 エネルギ密度 1 0 0 mW / c m 2) を照射 した ときの特定の薄膜太陽

電池セル 1 0 7 の トツプセルの短絡電流密度 およびボ トムセルの短絡電流密

度 を測定 した。 その結果 を図 2 7 に示す。

[01 9 1 ] なお、図 2 7 において、菱形のマークが トップセルの短絡電流密度 を示 し

、正方形のマークがボ トムセルの短絡電流密度 を示 している。 また、図 2 7

の縦軸 は、 白色封止材 7 の厚 さが 0 . 2 8 8 m m であるときの トップセルお



よびボ トムセルの短絡電流密度 を 1 と した ときの トップセルおよびボ トムセ

ルの短絡電流密度の相対値 を示 している。 また、図 2 7 の横軸 は、 白色封止

材 7 の厚 さを示 している。

[01 92] 図 2 7 に示すように、 白色封止材 7 の厚 さの増大に伴 ってボ トムセルの短

絡電流密度 は向上 したが、 卜ップセルの短絡電流密度 はボ トムセルほど向上

しないことが確認 された。

[01 93] < 比較例 2 _ 2 >

フ レーム 9 を取 り付 けなか った こと、 および裏面保護材 8 と してガラス基

板 を用いた こと以外は比較例 2 _ 1 と同様 に して、比較例 2 — 2 の薄膜太陽

電池モジュール を作製 した。

[01 94] < 剥離性の評価 >

実施例 2 _ 1 、実施例 2 _ 2 、比較例 2 _ 1 および比較例 2 _ 2 の薄膜太

陽電池モジュールの周縁領域 に配置 された薄膜太陽電池セルの高温高湿試験

前の剥離の有無、 および高温高湿試験後の剥離の有無 を目視 によ り確認 した

[01 95] 表 1 に、実施例 2 _ 1 、実施例 2 _ 2 、比較例 2 _ 1 および比較例 2 _ 2

のそれぞれの薄膜太陽電池モジュールの周縁領域 に配置 された薄膜太陽電池

セルの高温高湿試験前の剥離の有無 を示 し、表 2 に、実施例 2 _ 1 、実施例

2 - 2 比較例 2 - および比較例 2 — 2 のそれぞれの薄膜太陽電池モジュ

ールの周縁領域 に配置 された薄膜太陽電池セルの高温高湿試験後の剥離の有

無 を示す。

[01 96] なお、薄膜太陽電池セルの剥離の有無は、実施例 2 _ 1 、実施例 2 _ 2 、

比較例 2 - および比較例 2 _ 2 の薄膜太陽電池モジュールの複数個の周縁

領域の うち、少な くとも 1 つの周縁領域で 1 O m m以上の膜剥離が観察 され

た場合 に剥離有 りと判断 した。 また、表 1 および表 2 においては、剥離の有

無が百分率 （％ ) で示 されている。

[01 97] また、高温高湿試験 は、 「J I S C 8 9 9 1 : 2 0 1 1 の 1 0 . 1 3

高温高湿試験」に基づ き、試験温度 ：8 5 °C ± 2 °C、相対湿度 ： （8 5 ± 5



) % の試験槽に、実施例 2 _ 1 、実施例 2 _ 2 、比較例 2 _ 1 および比較例

2 _ 2 の薄膜太陽電池モジュールをそれぞれ 1 0 0 0 時間放置 し、高温高湿

試験前後の薄膜太陽電池セルの剥離の有無を目視により確認することにより

行なった。

[01 98] [ 表 1]

[0200] 表 1 に示すように、高温高湿試験前においては、実施例 2 _ 1 、実施例 2

_ 2 、比較例 2 _ 1 および比較例 2 — 2 のいずれにおいても、薄膜太陽電池

モジュールの周縁領域に配置された薄膜太陽電池セルの高温高湿試験前の剥

離は見 られなかった。

[0201 ] しか しなが ら、表 2 に示すように、高温高湿試験後においては、実施例 2

- および実施例 2 — 2 の薄膜太陽電池モジュールでは周縁領域に配置され

た薄膜太陽電池セルの剥離は見 られなかったが、比較例 2 _ の薄膜太陽電

池モジュールでは 2 5 % の周縁領域において、比較例 2 — 2 の薄膜太陽電池

モジュールでは 3 7 . 5 % の周縁領域において、それぞれ、薄膜太陽電池セ

ルの剥離が見 られた。

[0202] 以上の結果か ら、集積セルス トリングの周縁領域における白色封止材の厚

さを集積セルス 卜リングの中心領域における白色封止材の厚さよりも薄 くす

ることによって、周縁領域に配置された薄膜太陽電池セルの剥離を有効に抑

制できることが確認された。

[0203] < 電流密度の評価>

次に、上記の実施例 2 _ および比較例 2 _ の薄膜太陽電池モジュール



に対 して、それぞれ、透光性絶縁基板 1側からソ一ラ一シミュレータを用い

て擬似太陽光 （A M 1 . 5 、エネルギ密度 1 O O mW/ c m2) を照射 したと

きの第 1段目、第 2 2 段目、第4 5 段目、第 6 9 段目および第 9 0 段目の各

薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短絡電流密度を測定した。その結果を図2 8 に示

す。

[0204] なお、図2 8 において、菱形のマークが比較例 2 - の薄膜太陽電池モジ

ユールの各薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短絡電流密度を示 し、正方形のマーク

が実施例 2 _ の薄膜太陽電池モジュールの各薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短

絡電流密度を示 している。また、図2 8 の縦軸は、比較例 2 — 1の薄膜太陽

電池モジュールの第4 5 段目の薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短絡電流密度を 1

としたときの各薄膜太陽電池セル 1 0 7 の短絡電流密度の相対値を示 してい

る。また、図2 8 の横軸は、短絡電流密度が測定された薄膜太陽電池セル 1

0 7 の段数を示 している。

[0205] 図 2 8 に示すように、実施例 2 _ の薄膜太陽電池モジュールにおいては

、比較例 2 _ 1 の薄膜太陽電池モジュールと比べて、各薄膜太陽電池セル 1

0 7 の短絡電流密度のばらつきが低減できていることが確認された。また、

集積セルス トリング 1 1 0 の発電効率は、実施例 2 - の方が比較例 2 -

と比べて0 . 3 3 %向上 していることが確認された。これらは、白色封止材

7 の厚さを厚くすることにより、表面透明電極層 2 の面内のヘイズ率が低い

中心領域の薄膜太陽電池セル 1 0 7 の電流密度が増加 したためであると考え

られる。

[0206] 以上のように本発明の実施の形態および実施例について説明を行なったが

、上述の各実施の形態および各実施例の構成を適宜組み合わせることも当初

から予定している。

[0207] 今回開示された実施の形態および実施例はすべての点で例示であって制限

的なものではないと考えられるべきである。本発明の範囲は上記 した説明で

はなくて請求の範囲によって示され、請求の範囲と均等の意味および範囲内

でのすベての変更が含まれることが意図される。



産業上の利用可能性

[0208] 本発明は、薄膜太陽電池モジュールおよび薄膜太陽電池モジュールの製造

方法に利用することができる。

符号の説明

[0209] 透光性絶縁基板、 2 表面透明電極層、4 薄膜半導体光電変換ュニ

ッ卜、 6 裏面透明電極層、 7 白色封止材、 8 裏面保護材、 9 フレ一

厶、 1 4 バスバ一電極、 2 入射光、 2 全光線透過光、 2 3 拡散

透過光、 1 0 2 第 1分離溝、 1 0 4 第 2 分離溝、 1 0 6 第 3 分離溝、

0 7 , 0 7 a , 0 7 b 薄膜太陽電池セル、 1 0 8 周縁分離溝、 1

0 9 ， 0 9 a 第4 分離溝、 1 1 0 集積セルス トリング、 1 1 1 有効

セルェリア、 2 1 1，3 1 1 仮想線。



請求の範囲

透光性絶縁基板 と、

前記透光性絶縁基板上 に設 け られた集積セルス 卜リングと、

前記集積セルス 卜リング上 に設 け られた白色封止材 と、 を備 え、

前記集積セルス 卜リングは、前記透光性絶縁基板 に接する表面透明

電極層 を有する薄膜太陽電池セルの複数が直列接続 されてな り、

前記表面透明電極層は、前記表面透明電極層の面内において、ヘイ

ズ率 にば らつ きを有 してお り、

前記表面透明電極層の前記ヘイズ率が低 い領域 に対応する前記 白色

封止材の領域では、前記 白色封止材の厚 さが厚 くなる、薄膜太陽電池

モジュール。

前記表面透明電極層の前記ヘイズ率が低 い領域 に対応する前記 白色

封止材の領域 は、前記集積セルス 卜リングの周縁領域 に配置 された前

記 白色封止材の領域であ って、

前記集積セルス 卜リングの周縁領域 に配置 された前記 白色封止材の

領域では、前記集積セルス 卜リングの中心領域 に対応する前記 白色封

止材の領域 よ りも前記 白色封止材の厚 さが厚 くなる、請求項 1 に記載

の薄膜太陽電池モジュール。

前記表面透明電極層の有効セルエ リァにおける波長 5 5 0 n m の光

に対する前記ヘイズ率の最小値が 6 % 以上である、請求項 1 または 2

に記載の薄膜太陽電池モジュール。

前記集積セルス 卜リングの中心領域 における前記表面透明電極層の

ヘイズ率が、前記集積セルス 卜リングの周縁領域 における前記表面透

明電極層のヘイズ率 よ りも低 く、

前記集積セルス 卜リングの前記中心領域 における前記 白色封止材の

厚 さが、前記集積セルス 卜リングの前記周縁領域 における前記 白色封

止材の厚 さよ りも厚 い、請求項 1 に記載の薄膜太陽電池モジュール。

前記集積セルス 卜リングの前記中心領域 に対応する前記表面透明電



極層の波長 5 5 0 n m の光 に対する前記ヘイズ率の最小値が 6 % 以上

である、請求項 4 に記載の薄膜太陽電池モジュール。

前記透光性絶縁基板の表面の面積が 1 m 2以上である、請求項 1 か

ら 5 のいずれか 1 項 に記載の薄膜太陽電池モジュール。

透光性絶縁基板上 に集積セルス 卜リングを形成する工程 と、

前記透光性絶縁基板 と白色封止材 との間に前記集積セルス 卜リング

を封止する工程 と、 を含み、

前記集積セルス 卜リングは、前記透光性絶縁基板 に接する表面透明

電極層 を有する薄膜太陽電池セルの複数が直列接続 されてな り、

前記表面透明電極層は、前記表面透明電極層の面内において、ヘイ

ズ率 にば らつ きを有 してお り、

前記集積セルス 卜リングを封止する工程 において、前記集積セルス

トリングは、前記 白色封止材の厚 さが、前記表面透明電極層の前記へ

ィズ率が低 い領域 に対応する前記 白色封止材の領域で厚 くなるように

封止される、薄膜太陽電池モジュールの製造方法。

前記表面透明電極層の前記ヘイズ率が低 い領域 に対応する前記 白色

封止材の領域 は、前記集積セルス 卜リングの周縁領域 に配置 された前

記 白色封止材の領域であ って、

前記集積セルス 卜リングは、前記集積セルス 卜リングの周縁領域 に

配置 された前記 白色封止材の領域では、前記集積セルス 卜リングの中

心領域 に対応する前記 白色封止材の領域 よ りも前記 白色封止材の厚 さ

が厚 くなるように封止される、請求項 7 に記載の薄膜太陽電池モジュ

ールの製造方法。

前記集積セルス 卜リングの中心領域 における前記表面透明電極層の

ヘイズ率が、前記集積セルス 卜リングの周縁領域 における前記表面透

明電極層のヘイズ率 よ りも低 く、

前記集積セルス 卜リングを封止する工程 において、前記集積セルス

卜リングは、前記集積セルス 卜リングの前記中心領域 における前記 白



色封止材の厚 さが、前記集積セルス 卜リングの前記周縁領域 における

前記 白色封止材の厚 さよ りも厚 くなるように封止される、請求項 7 に

記載の薄膜太陽電池モジュールの製造方法。
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